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付録１ 評価の実施体制 

表１―１ サステナブル建築物等先導事業（省CO2先導型）評価委員・専門委員名簿 

委員長 村上 周三 一般財団法人 住宅・建築 SDGs 推進センター 顧問 

評価委員 青笹 健 岩手県立大学盛岡短期大学部 教授 

〃 秋元 孝之 芝浦工業大学 教授 

〃 浅見 泰司 東京大学大学院 教授 

〃 伊香賀 俊治 一般財団法人 住宅・建築 SDGs 推進センター 理事長 

〃 伊藤 雅人 三井住友信託銀行 不動産ソリューション部 環境不動産担当部長 

〃 柏木 孝夫 東京科学大学 名誉教授 

〃 佐土原 聡 横浜国立大学 名誉教授 

〃 清家 剛 東京大学大学院 教授 

〃 田辺 新一 早稲田大学 教授 

〃 中野 淳太 法政大学 教授 

〃 樋山 恭助 明治大学 教授 

〃 坊垣 和明 東京都市大学 名誉教授 

専門委員 三木 保弘
国立研究開発法人 建築研究所 環境研究グループ長 

（兼）省 CO2評価室長 

〃 桑沢 保夫 国立研究開発法人 建築研究所 シニアフェロー 

（令和 6年 10 月現在、敬称略、五十音順） 

表１―２ 国立研究開発法人 建築研究所 省CO2評価室メンバー一覧 

足永 靖信 シニアフェロー

熊倉 永子 主任研究員 

桑沢 保夫 シニアフェロー

佐野 智美 研究員 

島田 和明 研究専門役 

菅原 楓 専門研究員 

羽原 宏美 主任研究員 

平光 厚雄 上席研究員 

三浦 尚志 上席研究員 

三木 保弘 
環境研究グループ長 

（兼）省 CO2 評価室長 

一般社団法人日本サステナブル建築協会 

（令和 6年 10 月現在、敬称略、五十音順） 
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付録２ 採択プロジェクト一覧 

表２ 平成20年度 採択プロジェクト一覧 

建物種別 種類 NO プロジェクト名 代表提案者 略称

H20-1-1 神戸ドイツ学院・ヨーロピアンスクール新築工事
財団法人神戸ドイツ学院・
ヨーロピアンスクール

神戸ドイツ学院

H20-1-2
次世代型グリーンホスピタルの実現に向けた省ＣＯ２

ファシリティ・マネジメント
足利赤十字病院 足利赤十字病院

H20-1-3 「クオリティライフ21城北」地区省ＣＯ２推進事業
名古屋市病院局
（提案代表）名古屋都市エネル
ギー株式会社

クオリティライフ21城北

H20-1-4 （仮称）イオン伊丹西ショッピングセンター
（仮称）イオン伊丹西SCエコ
ストア推進グループ

イオンモール伊丹昆陽

改修 H20-1-5 郊外型キャンパスにおけるカーボンマイナスプロジェクト 学校法人中央大学 中央大学多摩キャンパス

マネジ
メント

H20-1-6
顧客ネットワークを活用した中小規模の建築・住宅向けの面的

省ＣＯ２化支援事業
株式会社早稲田環境研究所 早稲田環境研究所

H20-1-7
アルミ構造体を用いた輻射式冷暖房システムを有する環境共生
型住宅の開発

株式会社アトリエ・天工人 A-ring

H20-1-8
～太陽熱連携ＨＰ給湯器とグリーン電力システム利用～
「グリーンNetタウン/省エネ"見える化”プロジェクト」

三洋ホームズ株式会社 サンヨーホームズ

H20-1-9 ハイブリッド換気住宅によるゼロエネルギータウン・プロジェクト パナホーム株式会社 エコライフタウン練馬高野台

H20-1-10 ＣＯ２オフ住宅 積水ハウス株式会社 積水ハウス

H20-2-1 阿部野橋ターミナルビル省ＣＯ２推進事業
（代表提案）近畿日本鉄道株式
会社

あべのハルカス

H20-2-2 東京スカイツリー周辺（業平橋押上地区）開発省ＣＯ２推進事業 東武鉄道株式会社 東京スカイツリータウン

H20-2-3
自然エネルギーを活用した環境にやさしい渋谷新文化街区
プロジェクト

渋谷新文化街区プロジェクト推
進協議会（代表：東京急行電鉄
株式会社）

渋谷ヒカリエ

H20-2-4 （仮称）元赤坂Ｋプロジェクト 鹿島建設株式会社 赤坂Kタワー

注

1 H20-2-5 釧路優心病院
医療法人優心会　釧路優心病
院

釧路優心病院

改修 H20-2-6
環境モデル都市におけるゼロカーボン・スーパーマーケットへの
改修の試み

株式会社イトーヨーカ堂 イトーヨーカドー上大岡店

マネジ
メント

H20-2-7
既存大規模再開発中央監視一元化と汎用品化による高効率化
プロジェクト（アミング潮江）

アミング開発株式会社 アミング潮江

H20-2-8
京都地場工務店の「省エネ住宅研究会」による京都型省ＣＯ２

住宅普及プロジェクト

省エネ住宅研究会
（代表：大阪ガス株式会社）

京都型省ＣＯ２住宅

H20-2-9
国産材利用木造住宅による太陽エネルギーのパッシブ＋アク
ティブ利用住宅～住人同士の省ＣＯ２住まい方アイディア共有～

住友林業株式会社 住友林業

H20-2-10 家・街まるごとエネルギーＥＣＯマネジメントシステム パナホーム株式会社 パナホーム

注1　採択後に取り下げがあったプロジェクトを除く

新築住宅

非住宅

新築

非住宅

新築

新築住宅

回

第
1
回

第
2
回
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表３ 平成21年度 採択プロジェクト一覧 

建物種別 種類 NO プロジェクト名 代表提案者 略称

H21-1-1 京橋二丁目　１６地区計画 清水建設株式会社 清水建設新本社ビル

H21-1-2 (仮称)丸の内１－４計画 三菱地所株式会社 丸の内1-4計画

H21-1-3 八千代銀行本店建替え工事 株式会社八千代銀行 八千代銀行

H21-1-4 「厚生会館地区整備プロジェクト｣省ＣＯ２推進事業 長岡市 アオーレ長岡

H21-1-5 武田薬品工業㈱新研究所建設計画 武田薬品工業株式会社 武田薬品工業湘南研究所

H21-1-6 大阪駅北地区先行開発区域プロジェクト省ＣＯ２推進事業
大阪駅北地区先行開発区域
プロジェクト事業コンソーシアム

グランフロント大阪

H21-1-7 「ささしまライブ２４」エリア省ＣＯ２プロジェクト 名古屋都市エネルギー株式会社 ささしまライブ24

H21-1-8 獨協大学における省ＣＯ２エコキャンパス・プロジェクト 学校法人獨協学園 獨協大学

H21-1-9 名古屋三井ビルディング本館における省ＣＯ２改修プロジェクト 三井不動産株式会社 名古屋三井ビル

H21-1-10 長岡グランドホテルにおける地産地消型省ＣＯ２改修プロジェクト
長岡都市ホテル資産保有株式
会社

長岡グランドホテル

H21-1-11 医療法人寿楽会　大野記念病院における省ＣＯ２改修ＥＳＣＯ事業
株式会社関電エネルギー
ソリューション

大野記念病院

H21-1-12 名古屋大学医学部附属病院病棟等ＥＳＣＯ事業 三菱UFJリース株式会社 名古屋大学病院

マネジ
メント

H21-1-13 コンビニエンスストア向け次世代型省ＣＯ２モデル事業 大和ハウス工業株式会社 コンビニ省ＣＯ２

H21-1-14 （仮称）ジオタワー高槻　省ＣＯ２推進事業 阪急不動産株式会社 ジオタワー高槻

H21-1-15
北九州市　環境ﾓﾃﾞﾙ都市先導プロジェクト　八幡高見マンション
共同分譲事業

八幡高見(Ｍ街区)共同分譲
事業共同企業体
（代表：東宝住宅株式会社）

八幡高見マンション

技術の
検証

H21-1-16
既存住宅における太陽熱利用機器の導入と省エネルギー診断

による省ＣＯ２推進モデル事業

ソーラー/見える化/省エネ
アドバイス研究会
(代表：東京ガス株式会社)

白幡アパート

H21-2-1 大阪・中之島プロジェクト（東地区）省ＣＯ２推進事業 株式会社朝日新聞社
中之島フェスティバル
タワー東地区

H21-2-2 （仮称）明治安田生命新東陽町ビル省ＣＯ２推進事業 明治安田生命保険相互会社
明治安田生命 新東陽町
ビル

H21-2-3 （仮称）東五反田地区（Ｂ地区）省ＣＯ２推進事業 東洋製罐株式会社 大崎フォレストビルディング

H21-2-4
東京電機大学　東京千住キャンパス建設を端緒とする省ＣＯ２

エコキャンパス推進計画
学校法人東京電機大学

東京電機大学 東京千住
キャンパス

H21-2-5 大林組技術研究所　新本館　省ＣＯ２推進計画 株式会社大林組 大林組技術研究所本館

H21-2-6 SPRC4PJ（塩野義製薬研究新棟） 塩野義製薬株式会社 塩野義製薬研究棟

H21-2-7 財団法人竹田綜合病院総合医療センター省ＣＯ２推進事業 財団法人竹田綜合病院 竹田綜合病院

H21-2-8 （仮称）京都水族館計画 オリックス不動産株式会社 京都水族館

H21-2-9
（仮称）三洋電機株式会社　加西事業所新工場
（グリーン エナジー パーク）

三洋電機株式会社
加西グリーンエナジー
パーク

技術の
検証

H21-2-10
再生可能エネルギーを利用した建物間融通型エネルギーの

面的利用による省ＣＯ２推進モデル事業
東京ガス株式会社 東京ガス熊谷ビル

H21-2-11 あやめ池遊園地跡地・省ＣＯ２タウンプロジェクト 近畿日本鉄道株式会社 近鉄あやめ池住宅地

H21-2-12 吉祥寺エコマンション計画 三菱地所株式会社
パークハウス吉祥寺
OIKOS

H21-2-13 分譲マンションにおける「省ＣＯ２化プロトタイプ集合住宅」の提案
三井不動産レジデンシャル株式
会社

パークホームズ等々力
レジデンススクエア

H21-2-14 ポラスの超ＣＯ２削減サポートプロジェクト グローバルホーム株式会社 グローバルホーム

H21-2-15
つくり手・住まい手・近隣が一体となった地域工務店型

ライフサイクル省ＣＯ２木造住宅
株式会社アキュラホーム アキュラホーム

改修 H21-2-16
地域活動を通した総合的省エネ設計による戸建既存住宅に

おける省ＣＯ２普及推進モデル事業
ＡＧＣグラスプロダクツ株式会社 ＡＧＣグラスプロダクツ

技術の
検証

H21-2-17
蓄電池を取り入れた「カーボンマイナス＆セーフティ住宅」
“見える化”プロジェクト

三洋ホームズ株式会社 サンヨーホームズ

回

第
1
回

第
2
回

住宅

新築

新築

新築

非住宅

新築

改修

非住宅

住宅
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表４ 平成22年度 採択プロジェクト一覧 

 

 
 

 

建物種別 種類 NO プロジェクト名 代表提案者 略称

H22-1-1 京橋三丁目１地区　省ＣＯ２先導事業 京橋開発特定目的会社 東京スクエアガーデン

H22-1-2 北里大学病院スマート・エコホスピタルプロジェクト 学校法人　北里研究所 北里大学病院

H22-1-3 田町駅東口北地区省ＣＯ２まちづくり 東京ガス株式会社 田町駅東口北地区

H22-1-4 (仮称)柏の葉キャンパスシティプロジェクト148駅前街区新築工事 三井不動産株式会社 柏の葉ゲートスクエア

H22-1-5 新佐賀県立病院好生館建設プロジェクト省ＣＯ２推進事業
地方独立行政法人佐賀県立
病院好生館

佐賀県医療センター
好生館

改修 H22-1-6
中小規模福祉施設の好循環型伝播による集団的省ＣＯ２

エネルギーサービス事業

社会福祉法人　東京都社会
福祉法人協議会／株式会社
エネルギーアドバンス

中小規模福祉施設

注

1

マネジ
メント

H22-1-7 加賀屋省ＣＯ２化ホスピタリティマネジメント創生事業 株式会社　加賀屋 加賀屋省ＣＯ２

H22-1-8 (仮称)大伝馬ビル建設計画 ヒューリック株式会社 大伝馬ビル

H22-1-9 Clean&Green TODA BUILDING 青山 戸田建設株式会社 TODA BUILDING 青山

H22-1-10 川湯の森病院新築工事 医療法人　共生会 川湯の森病院

H22-1-11
クールスポット（エコボイド）を活用した低炭素生活「デキル化」
賃貸集合住宅プロジェクト

中央不動産株式会社 アンビエンテ経堂

H22-1-12
分譲マンション事業における「省ＣＯ２サスティナブルモデル」の

提案
株式会社大京　大阪支店 ライオンズ苦楽園

改修 H22-1-13
住宅断熱改修によるCO2削減量の見える化と証書化を目指す

社会実験
ＴＯＫＹＯ良質エコリフォームクラブ ＴＯＫＹＯ良質エコリフォーム

H22-2-1
環状第二号線新橋・虎ノ門地区第二種市街地再開発事業
Ⅲ街区（略称：環Ⅱ・Ⅲ街区）

森ビル株式会社 虎ノ門ヒルズ

H22-2-2 埼玉メディカルパーク・スマートエネルギーネットワークの構築 埼玉県 病院局 埼玉メディカルパーク

H22-2-3 新潟日報社新社屋　メディアシップ 株式会社　新潟日報社 新潟日報メディアシップ

H22-2-4 立命館大学衣笠キャンパス新体育館建設事業 学校法人立命館
立命館大学京都衣笠
体育館

マネジ
メント

H22-2-5

エネルギーモニタリングを用いた省エネコンサルティング普及に
向けた実証プロジェクト～階層構造コンサルティングによる省

ＣＯ２推進～
横浜市 保土ケ谷区総合庁舎

H22-2-6 (仮称)ヒューリック雷門ビル新築工事 ヒューリック株式会社 ヒューリック雷門ビル

H22-2-7
三谷産業グループ新社屋省ＣＯ２推進事業～我々は先導的で

ありたい（略称：ＷＳＡプロジェクト）～
三谷産業株式会社 三谷産業グループ新社屋

H22-2-8 尾西信用金庫事務センター建設に伴う本店地区省ＣＯ２推進事業 尾西信用金庫
尾西信用金庫事務
センター

H22-2-9
外食産業を対象とした中小規模店舗省ＣＯ２推進事業～丸亀

製麺向け環境配慮型店舗開発プロジェクト～
オリックス株式会社 中小規模店舗省ＣＯ２

改修 H22-2-10
大阪ガス　グリーンガスビル活動　北部事業所　低炭素化改修
工事

大阪ガス株式会社 大阪ガス北部事業所

技術の
検証

H22-2-11 集合住宅版スマートハウスによる低炭素技術の実証 東京ガス株式会社 磯子スマートハウス

H22-2-12 サステナブルエナジーハウス(省ＣＯ２タイプ) 住友林業株式会社 住友林業

H22-2-13 ｱｸﾃｨﾌﾞ&ﾊﾟｯｼﾌﾞによる "見える化" LCCM住宅 三洋ホームズ株式会社 サンヨーホームズ

H22-2-14
天然乾燥木材による循環型社会形成LCCM住宅プロジェクト
～ハイブリッドエコハウス～

エコワークス株式会社 エコワークス

注1　採択後に取り下げがあったプロジェクトを除く

非住宅

非住宅（中
小部門）

非住宅

回

第
2
回

新築

第
1
回

新築

住宅

新築

新築

住宅

非住宅（中
小部門）

新築

新築
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表５ 平成23年度 採択プロジェクト一覧 

※平成 23 年度第 3 回（特定被災区域部門）の内容及び採択プロジェクトについては、住宅・建築物省 CO2先導事

業ホームページ（https://www.kenken.go.jp/shouco2/past/past.html）に掲載されているので、参照されたい。

建物種別 種類 NO プロジェクト名 代表提案者 略称

新築 H23-1-1 グリーン信州・３つの鍵　佐久総合病院基幹医療センターの挑戦 長野県厚生農業協同組合連合会
佐久総合病院佐久医療
センター

マネジ
メント

H23-1-2 新さっぽろイニシアチブＥＳＣＯ事業 株式会社山武 新さっぽろアークシティ

H23-1-3 株式会社電算新本社計画 株式会社電算 電算新本社

H23-1-4 東京ガス平沼ビル建替プロジェクト 東京ガス株式会社 東京ガス平沼ビル

H23-1-5 （仮称）茅場町計画 三菱地所株式会社
茅場町グリーンビルディ
ング

注

1 H23-1-6 北電興業ビルにおける既築中小規模事務所ビル省ＣＯ２推進事業 北電興業株式会社 北電興業ビル

H23-1-7 （仮称）物産ビル　エコモデルビル改修工事 物産不動産株式会社 物産ビル

H23-1-8 省ＣＯ２型低層賃貸住宅普及プロジェクト 積水ハウス株式会社 省CO2型低層賃貸住宅

H23-1-9 OM－LCCMコンセプト　ECO－UPプロジェクト OMソーラー株式会社 OMソーラー

H23-1-10 かごしまの地域型省ＣＯ２エコハウス 山佐産業株式会社 ヤマサハウス

H23-1-11

低炭素社会の実現に向けた北方型省ＣＯ２マネジメントシステム

構築プロジェクト（PPPによる省ＣＯ２型住宅の全道展開に向けた

取組み）

北方型住宅ＥＣＯ推進協議会 北方型住宅

技術の
検証

H23-1-12 クラウド型HEMSを活用したLCCO2  60％マイナス住宅
積水化学工業株式会社　住宅
カンパニー

積水化学工業

H23-2-1
豊洲埠頭地区におけるエネルギー自立型低炭素・防災・減災
まちづくり計画

株式会社エネルギーアドバンス 豊洲埠頭地区

H23-2-2 『防災対応型エコストア』イオン大阪ドームSC イオンリテール株式会社
イオンモール大阪ドーム
シティ

H23-2-3 早稲田大学（仮称）中野国際コミュニティプラザ 学校法人　早稲田大学
早稲田大学中野国際
コミュニティプラザ

H23-2-4 阿南市新庁舎建設プロジェクト省ＣＯ２推進事業 阿南市 阿南市新庁舎

H23-2-5 株式会社ROKI研究開発棟 株式会社ROKI
ROGIC
(ROKI研究開発棟)

非住宅（中
小部門）

新築 H23-2-6 （仮称）京橋Tビル新築工事 東洋熱工業株式会社 東熱ビル

新築 H23-2-7
再生可能エネルギーと高効率分散電源による熱利用システムを
導入した都心型集合住宅～新たなエネルギーサービス～

近鉄不動産株式会社 JR尼崎西PJ

マネジ
メント

H23-2-8 船橋スマートシェアタウンプロジェクト 野村不動産株式会社 ふなばし森のシティ

H23-2-9 もう一人の家族～ロボットが育む“省エネ意識”と“家族の絆” 三洋ホームズ株式会社 サンヨーホームズ

H23-2-10 地域循環型ゼロエネルギー住宅／山口・福岡モデル 株式会社　安成工務店 安成工務店

H23-2-11
省エネ・コンサルティング・プログラム（30年間）によるLCCM＋
エコライフ先導プロジェクト

エコワークス株式会社 エコワークス

マネジ
メント

H23-2-12
産官学・全住民で取り組む「街区全体ＣＯ２ゼロ」まちづくり

プロジェクト

社団法人　九州住宅建設産業
協会

照葉スマートタウン

（CO２ゼロ街区）

注1　採択後に取り下げがあったプロジェクトを除く

新築

住宅

新築

新築

住宅

改修

新築

回

第
2
回

第
1
回

非住宅

非住宅（中
小部門）

非住宅



- 256 - 

 

表６ 平成24年度 採択プロジェクト一覧 

 

 

 

建物種別 種類 NO プロジェクト名 代表提案者 略称

H24-1-1 名駅四丁目10番地区省ＣＯ２先導事業 東和不動産株式会社 名駅4-10地区

H24-1-2 ホテル　オリオン　モトブ　環境共生リゾートプロジェクト オリオンビール株式会社
ホテルオリオンモトブ
リゾート&スパ

H24-1-3 愛知学院大学名城公園キャンパス低炭素化推進プロジェクト 学校法人　愛知学院 愛知学院大学

H24-1-4 新情報発信拠点プロジェクト 大阪ガス株式会社 hu+g MUSEUM

H24-1-5 西条市新庁舎建設プロジェクト省ＣＯ２推進事業 西条市 西条市庁舎

H24-1-6 エコスクール・ＷＡＳＥＤＡ 学校法人　早稲田大学 早稲田高等学院

H24-1-7 国分寺崖線の森と共生し、省ＣＯ２化を推進する環境共生型図書館 学校法人　東京経済大学 東京経済大学図書館

H24-1-8 （仮称）イオンタウン新船橋省ＣＯ２先導事業 イオンタウン株式会社 イオンタウン新船橋

技術の
検証

H24-1-9

分散型電源を活用した電気・熱の高効率利用システムによる

集合住宅向け省ＣＯ２方策の導入と技術検証～高効率燃料電池

（専有部）およびガスエンジンコージェネ（共用部）の高度利用と
再生可能エネルギーとの組合せ～

大阪ガス株式会社 NEXT21

改修 H24-1-10
パッシブデザインによるサステナブルリフォーム計画（マンション・
戸建）

三井不動産リフォーム株式会社 三井不動産リフォーム

H24-1-11 （仮称）晴美台エコモデルタウン創出事業 大和ハウス工業株式会社 スマエコタウン晴美台

H24-1-12 省ＣＯ２二世帯住宅推進プロジェクト 旭化成ホームズ株式会社 旭化成ホームズ

H24-1-13
復興地域における省ＣＯ２住宅“住まい手とエネルギー

コンシェルジュによる省ＣＯ２プロジェクト”
東日本ハウス株式会社 東日本ハウス

H24-1-14 ＺＥＴＨ（Zero Energy Timber House）プロジェクト
協同組合東濃地域木材流通
センター

東濃地域木材流通
センター

H24-1-15
えひめの風土と生きる家　～次世代につなぐ地域連携型ＬＣＣＭ
住宅～

新日本建設株式会社 新日本建設

H24-2-1 メディカル・エコタウン構想　省ＣＯ２先導事業 茨城県厚生農業協同組合連合会 土浦協同病院

H24-2-2
立命館中学校・高等学校新展開事業に伴う長岡京
新キャンパス整備工事

学校法人　立命館 立命館中・高校

H24-2-3 ミツカングループ　本社地区再整備プロジェクト 株式会社ミツカングループ本社 ミツカン本社地区

注

1
非住宅（中
小部門）

新築 H24-2-4 ワークプレースの転換が生む環境志向オフィス 日本生活協同組合連合会 コープ共済プラザ

H24-2-5 高経年既存低層共同住宅の総合省ＣＯ２改修プロジェクト 株式会社長谷工リフォーム エステート鶴牧４・５住宅

H24-2-6
ESCO方式を活用した既築集合住宅（中央熱源型）省エネ・

省ＣＯ２改修事業
株式会社エネルギーアドバンス インペリアル浜田山

新築 H24-2-7 “桜源郷”羽黒駅前プロジェクト 株式会社　にのみや工務店 羽黒駅前PJ

H24-2-8
～省ＣＯ２・パッシブコンサルティング～　省エネの“コツ”（ＣＯ２）

プロジェクト
ミサワホーム株式会社 ミサワホーム

H24-2-9 スマートプロジェクト２４０　三田ゆりのき台 積水ハウス株式会社 三田ゆりのき台

注1　採択後に取り下げがあったプロジェクトを除く

回

第
1
回

新築

新築

新築

住宅

非住宅

非住宅（中
小部門）

第
2
回

新築非住宅

住宅

改修

マネジ
メント
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表７ 平成25年度 採択プロジェクト一覧 

表８ 平成26年度 採択プロジェクト一覧 

建物種別 種類 NO プロジェクト名 代表提案者 略称

H25-1-1 立命館大学　地域連携による大阪茨木新キャンパス整備事業 学校法人立命館
立命館大学 大阪いばらき
キャンパス

H25-1-2 （仮称）吹田市立スタジアム建設事業 スタジアム建設募金団体 吹田市立スタジアム

H25-1-3 北九州総合病院建設プロジェクト省ＣＯ２推進事業 特定医療法人　北九州病院 北九州総合病院

注

1 H25-1-4 芝浦二丁目　スマートコミュニティ計画 株式会社　丸仁ホールディングス オアーゼ芝浦

非住宅（中
小部門）

新築 H25-1-5 雲南市新庁舎建設事業　省ＣＯ２推進プロジェクト 島根県雲南市 雲南市新庁舎

H25-1-6
Fujisawa サスティナブル・スマートタウン

省ＣＯ２先導事業（住宅）
Fujisawa SST マネジメント株式
会社

Fujisawa SST

H25-1-7 大宮ヴィジョンシティプロジェクト 株式会社中央住宅 大宮ヴィジョンシティ

H25-1-8 紫波型エコハウス建築プロジェクト
紫波型エコハウス建築プロジェ
クト

オガールタウン
日詰二十一区

改修 H25-1-9
中古住宅省ＣＯ２化と流通促進を実現する「ワンストップ型

省ＣＯ２改修」普及プロジェクト
サンヨーホームズ株式会社 サンヨーホームズ

H25-2-1
堺鉄砲町地区における「まちの既存ストックを最大限に活用した
地域貢献型商業施設」

堺鉄砲町　地域貢献型商業
施設推進プロジェクトチーム

イオンモール堺鉄砲町

H25-2-2 テクノロジー・イノベーションセンター（ＴＩＣ）建築プロジェクト ダイキン工業株式会社
テクノロジー・イノベーショ
ンセンター

H25-2-3 学校法人　常翔学園　梅田キャンパス 学校法人　常翔学園 OIT梅田タワー

注

1 改修 H25-2-4 （仮称）広島マツダ大手町ビル改修工事 株式会社広島マツダ おりづるタワー

H25-2-5
自立運転機能付き燃料電池（SOFC）全戸実装省ＣＯ２

分譲マンション
阪急不動産株式会社 ジオ西神中央

H25-2-6 デマンドサイドマネジメント対応スマートマンションプロジェクト パナホーム株式会社 パークナード目黒

マネジ
メント

H25-2-7 東急グループで取り組む省ＣＯ２推進プロジェクト 東急不動産株式会社
東急グループ省ＣＯ２推進

PJ

H25-2-8 熊谷スマート・コクーンタウン ミサワホーム株式会社
熊谷スマート・コクーン
タウン

H25-2-9 NEXT TOWN が目指す住み継がれるゼロエネルギー住宅 東北住宅復興協議会 東北住宅復興協議会

注1　採択後に取り下げがあったプロジェクトを除く

新築

新築

第
1
回

第
2
回

新築

非住宅

新築

新築

非住宅

回

住宅

住宅

回 建物種別 種類 NO プロジェクト名 代表提案者 略称

H26-1-1 島根銀行本店建替工事 株式会社　島根銀行 島根銀行本店

H26-1-2 （仮称）ＫＴビル新築工事 鹿島建設株式会社 KTビル

H26-1-3 守山中学校校舎改築事業 守山市 守山中学校

マネジ
メント

H26-1-4 沖縄県における省ＣＯ２と防災機能を兼備した街づくりプロジェクト
沖縄県における省ＣＯ２と防災

機能を兼備した街づくりチーム
イオンモール沖縄ライカム

非住宅（中
小部門）

新築 H26-1-5 亀有信用金庫本部本店新築工事 亀有信用金庫 亀有信用金庫本部本店

新築 H26-1-6 長泉町中土狩スマートタウンプロジェクト 東レ建設株式会社 シャリエ長泉グランマークス

改修 H26-1-7 低炭素住宅化リフォーム推進プロジェクト エコワークス株式会社 エコワークス

H26-2-1 （仮称）新ＭＩＤ大阪京橋ビル ＭＩＤ都市開発株式会社 新ＭＩＤ大阪京橋ビル

H26-2-2 駒澤大学開校130周年記念棟 学校法人駒澤大学 駒澤大学種月館

H26-2-3
小諸市の低炭素まちづくりに向けた官民一体プロジェクト
～魅力あるコンパクトシティ創造を目指して～

株式会社シーエナジー 浅間南麓こもろ医療センター

改修 H26-2-4
京都駅ビル　熱源・空調設備省エネルギー改修事業
～コミッショニングで100年建築を実現する～

京都駅ビル開発株式会社 京都駅ビル

非住宅（中
小部門）

新築 H26-2-5 りんくう出島医療センター省ＣＯ２推進事業
株式会社りんくうメディカル
マネジメント

メディカルりんくうポート

H26-2-6 浜松町一丁目地区第一種市街地再開発事業に伴う施設建築物
浜松一丁目地区市街地再開発
組合

浜松町一丁目地区

H26-2-7 低燃費賃貸普及推進プロジェクト 株式会社低燃費住宅 低燃費賃貸丸亀

改修 H26-2-8 （仮称）佐藤ビル省ＣＯ2リファイニング工事 建築主 佐藤ビル

マネジ
メント

H26-2-9 （仮称）小杉町二丁目開発計画　省CO2先導事業
三井不動産レジデンシャル株式
会社

小杉町二丁目

新築 H26-2-10 北海道道南の地域工務店による北方型省CO2住宅の新展開
地域工務店グループ・
ｅ－ハウジング函館

ｅ－ハウジング函館

新築

新築

第
1
回

新築

住宅

第
2
回

住宅

非住宅

非住宅
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表９ 平成27年度 採択プロジェクト一覧 

表10 平成28年度 採択プロジェクト一覧 

建物種別 種類 NO プロジェクト名 代表提案者 略称

H27-1-1 （仮称）新南海会館ビル省CO2先導事業 南海電気鉄道株式会社 なんばスカイオ

H27-1-2 松山赤十字病院　新病院サステナブルプロジェクト 松山赤十字病院 松山赤十字病院

H27-1-3 渋谷区スマートウェルネス新庁舎プロジェクト
三井不動産レジデンシャル株式
会社

渋谷区役所・渋谷公会堂

注

1 H27-1-4
（仮称）TGMM芝浦プロジェクトにおける次世代地域エネルギー
事業モデル

東京ガスエンジニアリング
ソリューションズ株式会社

ＴＧＭＭ芝浦

H27-1-5
広島ナレッジシェアパーク開発計画における省CO2及びスマート

コミュニティ推進
広島ガス株式会社 hitoto広島

非住宅（中
小部門）

改修 H27-1-6 東関東支店ZEB化改修 株式会社竹中工務店 竹中工務店東関東支店

住宅 新築 H27-1-7
ふくおか小笹賃貸共同住宅における燃料電池を利用した
エネルギー融通プロジェクト

福岡県住宅供給公社 ふくおか小笹賃貸住宅

H27-2-1 梅田“つながる”サステナブルプロジェクト 阪神電気鉄道株式会社 梅田１丁目１番地計画

H27-2-2 （仮称）虎ノ門２-１０計画 株式会社　ホテルオークラ The Okura Tokyo

H27-2-3 GLP吹田プロジェクト 吹田ロジスティック特定目的会社 ＧＬＰ吹田プロジェクト

H27-2-4
未来工業株式会社垂井工場における物流倉庫・事務室ゾーンを

モデルとした省CO2先導事業
大和ハウス工業株式会社 未来工業垂井工場

H27-2-5 長野県新県立大学施設整備事業 長野県 長野県立大学

H27-2-6 愛知製鋼新本館計画 愛知製鋼株式会社 愛知製鋼新本館

H27-2-7 日華化学株式会社イノベーションセンター 日華化学株式会社
NICCAイノベーション
センター

マネジ
メント

H27-2-8 弘前市本庁舎サステナブル化プロジェクト 青森県弘前市 弘前市本庁舎

非住宅（中
小部門）

新築 H27-2-9 （仮称）コイズミ緑橋ビル建築プロジェクト 小泉産業株式会社 コイズミ緑橋ビル

H27-2-10 燃料電池を活用した「次世代超高層マンション」プロジェクト
積水ハウス株式会社
大阪マンション事業部

次世代超高層マンション

H27-2-11 健康・省エネ住宅を推進する先導プロジェクト
健康・省エネ住宅を推進する
地域協議会連合

健康・省エネ住宅

技術の
検証

H27-2-12 セキュレア豊田柿本 大和ハウス工業株式会社 セキュレア豊田柿本

注1　採択後に取り下げがあったプロジェクトを除く

回

住宅

新築

非住宅

マネジ
メント

非住宅

新築

新築

第
2
回

第
1
回

建物種別 種類 NO プロジェクト名 代表提案者 略称

H28-1-1 Next 渋谷パルコ meets Green  株式会社パルコ 渋谷パルコ

H28-1-2 読売テレビ新社屋建設計画  讀賣テレビ放送株式会社 読売テレビ新社屋

改修 H28-1-3 光が丘「J.CITYビル」 ZEB Ready化総合改修事業 光が丘興産株式会社 Ｊ．ＣＩＴＹビル

マネジ
メント

H28-1-4
自立分散型エネルギーの面的利用による日本橋スマートシティ
の構築

三井不動産ＴＧスマートエナ
ジー株式会社

日本橋スマートシティ

H28-1-5 熊本地震復興支援くまもと型住宅先導プロジェクト
くまもと型住宅生産者連合会
（代表者：エコワークス株式会
社）

くまもと型住宅生産者
連合会

H28-1-6

建材メーカーと地域工務店協働によるHEAT20を指針とした健康

快適に暮らせる省ＣＯ２住宅の地方都市・郊外を中心とした普及

促進

株式会社 LIXIL ＬＩＸＩＬ

H28-2-1
沖縄浦添西海岸地区における「これからのまちづくり」の
中核となる大型商業施設の提案

株式会社サンエー浦添西海岸
開発

浦添西海岸地区商業施設

H28-2-2 虎ノ門一丁目地区第一種市街地再開発事業
虎ノ門一丁目地区市街地再開
発組合

虎ノ門一丁目地区

注

1
H28-2-3 京都市新庁舎整備 京都市 京都市新庁舎

H28-2-4 新市立伊勢総合病院建設計画 清水建設株式会社 市立伊勢総合病院

H28-2-5 近畿産業信用組合新本店新築工事 近畿産業信用組合 近畿産業信用組合新本店

H28-2-6 スーパーエコスクール瑞浪北中学校 岐阜県瑞浪市 瑞浪北中学校

マネジ
メント

H28-2-7
地方中核都市のスマートシティにおける大規模商業施設
「ららぽーと」開発計画

三井不動産株式会社 ららぽーと開発計画

注1　採択後に取り下げがあったプロジェクトを除く

回

新築

第
2
回

非住宅

新築

第
1
回

非住宅

新築

住宅
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表11 平成29年度 採択プロジェクト一覧 

 

表12 平成30年度 採択プロジェクト一覧 

 

建物種別 種類 NO プロジェクト名 代表提案者 略称

H29-1-1 岐阜市新庁舎建設事業 岐阜県岐阜市 岐阜市新庁舎

H29-1-2 （仮称）南森町プロジェクト 栗原工業株式会社 南森町プロジェクト

H29-1-3
LNGサテライトによる環境とBCPに対応した沖縄リゾート ホテル
プロジェクト

株式会社ＯＧＣＴＳ 沖縄リゾートホテル

H29-1-4
「豊洲駅前地区の防災力・環境性を高める自立分散型
エネルギーシステム」～駅前コンパクトシティにおける先導的
エネルギーソリューション～

三井不動産ＴＧスマート
エナジー株式会社

豊洲二・三丁目地区

注

1 H29-1-5 愛知県環境調査センター・愛知県衛生研究所整備等事業 愛知県 愛知県環境調査センター

H29-1-6 岐阜商工信用組合本部新築計画 岐阜商工信用組合 岐阜商工信用組合本部

H29-1-7
十日市場型コミュニティマネジメントによる郊外住宅地 再生
プロジェクト

東京急行電鉄株式会社 十日市場20街区計画

H29-1-8
芦屋サステナブル共同住宅プロジェクト　Nearly ZEMによる

非常時のエネルギー自立と省CO2の両立
株式会社大京

ライオンズ芦屋
グランフォート

H29-1-9 東日本大震災復興支援　東北型省ＣＯ２住宅先導プロジェクト 美しい小さな家普及会 東北型省CO2住宅

H29-2-1 株式会社 島津製作所 W10号館 ヘルスケアR＆Dセンター 株式会社 島津製作所 島津製作所W10号館

H29-2-2 日本ガイシ 瑞穂 新E1棟 省ＣＯ２事業 日本碍子株式会社 日本ガイシ瑞穂新E1棟

マネジメ
ント

H29-2-3

「学校法人慈恵大学 西新橋キャンパス再整備計画における
非常時の医療に係るエネルギー需要の増大への対策と常時の

省CO2を両立するエネルギーマネジメントシステム」
学校法人 慈恵大学 慈恵大学西新橋キャンパス

H29-2-4 横浜市港北区箕輪町開発計画 野村不動産株式会社 プラウドシティ日吉

H29-2-5

名古屋「みなとアクルス」の集合住宅で実現する自立分散型
電源の高効率燃料電池群による地産地消への取組と双方向

参加型エネルギーマネジメントによる省CO2と防災機能の充実

三井不動産レジデンシャル株式
会社

パークホームズLaLa
名古屋みなとアクルス

H29-2-6 吹田円山町開発事業
吹田円山町街づくりプロジェクト
チーム（代表：大林新星和不動
産株式会社）

吹田円山町開発事業

H29-2-7 地域ビルダーLCCM住宅先導プロジェクト 一般社団法人　ZEH推進協議会 ZEH推進協議会

H29-2-8 太陽と共棲する新世代パッシブソーラーハウス推進ＰＪ ＯＭソーラー株式会社 ＯＭソーラー

H29-2-9 えひめ版サステナブル住宅普及促進プロジェクト
一般社団法人　愛媛県中小
建築業協会

えひめ版サステナブル住宅

注1　採択後に取り下げがあったプロジェクトを除く

回

住宅

第
1
回

新築

第
2
回

非住宅

新築

新築

新築

住宅

マネジメ
ント

新築

非住宅

非住宅（中
小部門）

建物種別 種類 NO プロジェクト名 代表提案者 略称

H30-1-1 （仮称）ＴＮＫイノベーションセンター新築工事 高砂熱学工業株式会社
ＴＮＫイノベーション
センター

H30-1-2
沖縄セルラー　スマートテナントオフィスビルサステナブル先
導事業

沖縄セルラー電話株式会社 沖縄セルラーフォレストビル

H30-1-3 隠岐の島町新庁舎建設工事　省ＣＯ２推進プロジェクト 島根県隠岐郡隠岐の島町 隠岐の島町庁舎

H30-1-4 芽室町役場庁舎整備工事 北海道河西郡芽室町 芽室町役場庁舎

H30-1-5 リバーホールディングス本社新築計画 株式会社鈴徳
リバーホールディングス
本社

マネジ
メント

H30-1-6 安藤ハザマ次世代エネルギープロジェクト 株式会社安藤・間 安藤ハザマ技術研究所

非住宅
（中小部

門）
新築 H30-1-7 株式会社ヒラカワ本社 新築プロジェクト 株式会社ヒラカワ ヒラカワ新本社ビル

H30-2-1
松原天美地区における「地域環境に与える影響のミニマム
化を図った『環境配慮型SC』」の提案

株式会社セブン＆アイ・クリエ
イトリンク

（仮称）松原天美SC

H30-2-2 トヨタ紡織グローバル本社および刈谷再編計画 トヨタ紡織株式会社 トヨタ紡織グローバル本社

H30-2-3 大阪新美術館プロジェクト 大阪市 大阪新美術館

注
1 H30-2-4 福岡歯科大学医科歯科総合病院建替計画 学校法人　福岡学園

福岡歯科大学医科歯
科総合病院

H30-2-5 上田市庁舎改築・改修事業 長野県上田市 上田市庁舎

新築 H30-2-6
太陽光発電の自家消費拡大を目指した省CO2住宅の普及

と検証プロジェクト

省エネ住宅技術推進協議会
全国工務店グループ（代表
者：コージーホーム株式会社）

省エネ住宅技術推進
協議会

改修 H30-2-7
多世帯同居対応を目指した 省CO2健康住宅改修プロジェク

ト
ヤマサハウス株式会社 ヤマサハウス

注1　採択後に取り下げがあったプロジェクトを除く

住宅

第
2
回

第
1
回

新築

回

非住宅

新築非住宅
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表13 令和元年度 採択プロジェクト一覧 

表14 令和２年度 採択プロジェクト一覧 

建物種別 種類 NO プロジェクト名 代表提案者 略称

R1-1-1 虎ノ門・麻布台地区第一種市街地再開発事業　Ａ街区
虎ノ門・麻布台地区市街地
再開発組合

虎ノ門・麻布台地区A街区

R1-1-2 サンケイビル本町プロジェクト 株式会社サンケイビル 本町サンケイビル

R1-1-3 宇部市新庁舎建設事業 山口県宇部市 宇部市新庁舎

R1-1-4 中央大学多摩キャンパス学部共通棟新築工事 学校法人中央大学
中央大学多摩キャンパ
ス 学部共通棟

住宅 新築 R1-1-5 ハイブリッド太陽エネルギー利用住宅先導プロジェクト 株式会社　ＦＨアライアンス FHアライアンス

新築 R1-2-1 ＨＳ計画（清水建設株式会社　北陸支店　新社屋計画） 清水建設株式会社 清水建設北陸支店

注
1

マネジ
メント

R1-2-2 地方都市 札幌市における先導的エネルギーセンタープロジェクト 北海道ガス株式会社
新さっぽろ駅周辺地区
I街区

非住宅
（中小部

門）

新築 R1-2-3 常盤工業株式会社　本社改築工事 常盤工業株式会社 常盤工業本社

住宅 改修 R1-2-4 多世帯同居住み継ぎ地域に根差す省CO2改修プロジェクト 石友リフォームサービス株式会社
石友リフォームサービ
ス

注1　採択後に取り下げがあったプロジェクトを除く

第
2
回

回

第
1
回

非住宅 新築

非住宅

建物種別 種類 NO プロジェクト名 代表提案者 略称

R2-1-1 品川開発プロジェクト（第Ⅰ期） 東日本旅客鉄道株式会社
品川開発プロジェクト
第Ⅰ期

R2-1-2 Tプロジェクト 須賀工業株式会社 Tプロジェクト

注

1 R2-1-3 （仮称）ドルトン東京学園二期計画 学校法人 ドルトン東京学園 ドルトン東京学園二期計画

R2-1-4 ナミックス本社再編プロジェクト　管理厚生棟新築 ナミックス株式会社 ナミックス本社管理厚生棟

R2-1-5 正興電機古賀工場エンジニアリング棟新築工事 株式会社　正興電機製作所
正興電機古賀事業所
エンジニアリング棟

住宅 新築 R2-1-6
エネルギー自立住宅の実現に向けて
～太陽光と太陽熱を活用した自立率向上と災害対応～

ＯＭソーラー株式会社 ＯＭソーラー

R2-2-1 浜松いわた信用金庫 本部・本店新築工事 浜松磐田信用金庫
浜松いわた信用金庫本
部・本店棟

R2-2-2 島田市役所新庁舎整備事業 静岡県島田市 島田市新庁舎

R2-2-3 九州ろうきん本店ビル新築工事計画 九州労働金庫 九州労働金庫

マネジメ
ント

R2-2-4
カラフルタウンにおける省CO2と防災機能を兼備した
エネルギーマネジメントシステム

株式会社トヨタオートモールクリ
エイト

カラフルタウン岐阜

住宅 改修 R2-2-5
地域工務店ネットワークを活かした高齢世帯等の健康・快適・安
全性の追求を目指す新しい省CO2改修プロジェクト

優良工務店の会（QBC) 優良工務店の会

注1　採択後に取り下げがあったプロジェクトを除く

新築

第
2
回

非住宅

回

非住宅 新築

非住宅（中
小部門）

新築

第
1
回
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表15 令和３年度 採択プロジェクト一覧 

表16 令和４年度 採択プロジェクト一覧 

建物種別 種類 NO プロジェクト名 代表提案者 略称

R3-1-1 芝浦一丁目計画における省CO2先導事業 野村不動産株式会社 芝浦一丁目計画（Ｓ棟）

R3-1-2 （仮称）名古屋丸の内一丁目計画 清水建設株式会社
名古屋丸の内一丁目計
画

R3-1-3 須磨海浜水族園　再整備事業 株式会社サンケイビル 須磨海浜水族園

R3-1-4 潮見プロジェクト（本館・新築） 清水建設株式会社 潮見プロジェクト・本館

非住宅（中
小部門）

新築 R3-1-5 キトー山梨本社計画 株式会社キトー キトー山梨本社計画

R3-1-6 脱炭素社会の実現に向けた課題解決型大規模ZEHマンション
三井不動産レジデンシャル株式
会社

港区港明計画西街区

R3-1-7 レジリエンス対応・建築環境SDGs先導プロジェクト
株式会社WELLNESTHOME九
州

WELLNESTHOME九州

R3-2-1
豊川市八幡地区における「自然と共生する先導的商業施設」の
提案

イオンモール株式会社
豊川市八幡地区商業施
設

R3-2-2 （仮称）淀屋橋プロジェクト 中央日本土地建物株式会社 淀屋橋プロジェクト

R3-2-3 立命館大学OIC新展開施設整備事業 学校法人立命館 立命館大学OIC 新棟

R3-2-4 アルプスアルパイン古川開発センターR＆D棟 アルプスアルパイン株式会社
アルプスアルパイン古川開発
センターR＆D 棟

R3-2-5 小松駅東地区複合ビル整備事業 北電産業小松ビル合同会社 小松駅東地区複合ビル

R3-2-6 守山市新庁舎『つなぐ、守の舎』整備事業 守山市 守山市庁舎

R3-2-7 立命館アジア太平洋大学新学部設置に伴う施設整備事業 学校法人立命館 立命館アジア太平洋大学

マネジメ
ント

R3-2-8
うめきた２期地区開発におけるエネルギーマネジメントプロジェク
ト

株式会社関電エネルギーソ
リューション

うめきた２期地区

R3-2-9 （仮称）IIS/IIK堺事務所新築工事 株式会社IHIインフラシステム IIS/IIK 堺事務所

R3-2-10 （仮称）ザ・パック大阪本社建替 ザ・パック株式会社 ザ・パック大阪本社

R3-2-11 エア・ウォーター健都プロジェクト エア・ウォーター株式株式会社
エア・ウォーター健都イノ
ベーションスタジオ

R3-2-12 獨協大学セミナーハウス（仮称） 学校法人獨協学園 獨協大学セミナーハウス

第
2
回

非住宅

新築

非住宅（中
小部門）

新築

新築住宅

回

第
1
回

非住宅 新築

建物種別 種類 NO プロジェクト名 代表提案者 略称

R4-1-1 GLP ALFALINK 茨木1プロジェクト
JDP3ロジスティック2特定目的
会社

GLP ALFALINK 茨木1

R4-1-2 岡山市新庁舎整備事業 岡山市 岡山市新庁舎

R4-1-3 株式会社有沢製作所新研究所計画 株式会社有沢製作所 有沢製作所新研究所

新築 R4-1-4 ZEH-Okinawaプロジェクト 有限会社フロンティアーズ フロンティアーズ

改修 R4-1-5
空家を減らしサステナブルな住宅循環の実現「リニューアルサイ
クル・カーボンマイナス住宅」

サンヨーホームズ株式会社 サンヨーホームズ

回

第
1
回

非住宅 新築

住宅
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表17 令和５年度 採択プロジェクト一覧 

表18 令和６年度 採択プロジェクト一覧 

建物種別 種類 NO プロジェクト名 代表提案者 略称

R5-1-1 内幸町一丁目南地区における省CO2先導事業 中央日本土地建物株式会社 内幸町一丁目南地区

R5-1-2 （仮称）春日ビル建替計画 中央日本土地建物株式会社 春日ビル

R5-1-3 （仮称）下関ホテル建設プロジェクト
株式会社下関ホテル建設プロ
ジェクト

下関ホテル

R5-1-4 山形銀行本店建替計画 株式会社山形銀行 山形銀行本店

R5-1-5 東京工業大学（大岡山）附属科学技術高等学校 国立大学法人東京工業大学
東京工業大学附属科学
技術高校

R5-1-6 愛媛県庁新第二別館整備事業 愛媛県 愛媛県庁新第二別館

R5-1-7 (仮称）国分第二本社ビル新築計画 国分グループ本社株式会社 国分第二本社ビル

R5-1-８ 日本ガイシ　ZEBプロジェクト 日本ガイシ株式会社
日本ガイシ　ZEBプロジェ
クト

マネジメ
ント

R5-1-9
安藤ハザマ 次世代エネルギープロジェクト 第２フェーズ カー
ボンニュートラルに向けた次世代エネルギー利用 分散型エネ
ルギーシステムによる広域的省CO2プロジェクト

株式会社安藤・間 安藤ハザマ技術研究所

R5-1-10 (仮称）エア・ウォーターの森計画
エア・ウォーター北海道株式会
社

エア・ウォーターの森計画

R5-1-11 帝京平成大学池袋キャンパス新棟新築計画 学校法人帝京平成大学
帝京平成大学池袋キャン
パス

R5-1-12 パッシブタウン第5期街区 YKK不動産株式会社 パッシブタウン第5期街区

R5-1-13 八幡山サステナブル共同住宅プロジェクト 株式会社大京 ザ・ライオンズ八幡山

R5-1-14
カーボンニュートラルの実現に向けた新築分譲『ZEH-M』プロジェ
クト

東京建物株式会社 Brillia 深沢八丁目

R5-1-15 おひさまエコキュートを活用した自家消費型ZEH普及プロジェクト エコワークス株式会社 エコワークス

回

第
1
回

新築

新築

新築

非住宅

非住宅（中
小部門）

住宅
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付録３ 評価の総評 

 

 
１.応募状況及び審査の経緯 

（１） 令和 3 年度第 1 回の公募は 4 月 19 日から 5 月 31 日の期間に実施された。応募総

数は 56 件であり、概要は次の通りである。 
・ 一般部門 6 件、中小規模建築物部門 1 件、LCCM 住宅部門 48 件、賃貸住宅

トップランナー事業者部門 1 件。 
・ 一般部門の事業種類別では、新築 6 件、改修 0 件、マネジメント 0 件、技術

の検証 0 件。 
・ 一般部門の建物種別では、建築物（非住宅）4 件、共同住宅 1 件、戸建住宅

1 件。 
（２） 審査は、建築研究所が設置した「サステナブル建築物等先導事業（省 CO2先導

型）評価委員会」（以下「評価委員会」という）で実施した。また、評価委員会に

おいては「省エネ建築・設備」、「エネルギーシステム」、「生産・住宅計画」の 3 グ

ループからなる専門委員会を設置した。 
（３） あらかじめ応募要件の確認を行った提案を対象に、各専門委員会による書面審査、

ヒアリング審査等を経て作成された評価案をもとに、評価委員会において評価さ

れ、56 件をサステナブル建築物等先導事業（省 CO2先導型）として適切なものと

した。 
 
２．審査の結果 

本事業では、一般部門・中小規模建築物部門として、住宅・建築物のプロジェクトとして

先導性があるリーディングプロジェクトについて、数多くの事業を先導事業として評価し

てきた。 
また、平成 30 年度からは LCCM 住宅部門、令和 2 年度からは賃貸住宅トップランナー

事業者部門が創設され、それぞれ個別の分野における先導事業の提案を求めている。 
 以下、令和 3 年度（第 1 回）公募の評価結果に対する総評を記す。 
 
（１）総評 
[一般部門及び中小規模建築物部門] 

① 応募総数は 7 件であった。優先課題への対応件数は、課題 1（エネルギー融通・ま

ちづくり）が 3 件、課題 2（省 CO2と健康性・快適性等の向上）が 5 件、課題 3
（非常時のエネルギー自立と省 CO2の両立）が 6 件、課題 4（省 CO2推進と復興）

が 1 件、課題 5（地方都市等への波及、普及）が 1 件であった。 
② 建築物（非住宅）の応募は、大型複合施設、事務所、水族館の新築プロジェクト

で、立地場所は、東京及び名古屋の都心のほか、地方都市の提案もみられた。住宅

の応募では、共同住宅の大規模分譲マンションの新築プロジェクトや地域工務店グ

ループによる新築プロジェクトであった。 
③ 建築物（非住宅）の一般部門では、新築 4 件を先導事業に相応しいものと評価し

令和３年度（第１回）サステナブル建築物等先導事業（省 CO2先導型）の評価 
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た。このうち 3 件は、東京 23 区及び名古屋市に立地する事務所を中心とする大型複

合施設、マルチテナント型の事務所ビル、情報発信拠点ともなる事務所ビルの新築

プロジェクトで、建物規模は 20 万㎡超から数千㎡までと幅広い。これらのプロジェ

クトでは、建築・設備計画において多様な省エネ・省 CO2対策を取り入れてウェル

ネスオフィスの実現と省 CO2の両立を目指すことに加え、再生可能エネルギー由来

電力等を活用してカーボンニュートラルの実現も目指しており、先導的モデルとな

り得ると評価した。また、神戸市に立地する水族館の新築プロジェクトでは、エネ

ルギー・水消費の抑制に対して、井水・海水等を積極的に活用するもので、水族館

ならではの省 CO2対策と評価した。 
④ 建築物（非住宅）の中小規模建築物部門では、新築 1 件を先導事業に相応しいもの

と評価した。これは地方都市における事務所ビルの提案で、一定の環境性能及び省

エネルギー性能を有する計画で、バランス良い対策を提案するもので、中小規模建

築物への波及性・普及性が期待できるものと評価した。 
⑤ 住宅の一般部門では、共同住宅 1 件、戸建住宅 1 件の計 2 件を先導事業に相応しい

ものと評価した。共同住宅は名古屋市に立地する大規模分譲マンションの新築プロ

ジェクトで、各戸に設置する燃料電池システム等を活用しつつ ZEH の実現を目指す

提案であった。戸建住宅は地域工務店グループが、高い断熱性能、省エネ性能を備

え、レジリエンスや SDGs に関する取り組みをアピールする住宅の展開を目指す提

案であった。これらのプロジェクトが着実に実施されることで、住宅分野における

ゼロエネルギーや SDGs 等に関する取り組みのさらなる波及、普及につながること

を期待した。 
⑥ 今回は、新たに設定された優先課題である「省 CO2の実現とともに健康性・快適性

等の向上に関する先導的な取り組み」への対応が多く見られたほか、SDGs への取

り組みについて言及する提案も多く見られた点が特徴である。さらに、建築物（非

住宅）において、カーボンニュートラルの実現に向けた具体的な方策を示した提案

が多く見られた点は高く評価できる。 
⑦ 今後も、これまでに採択事例が少ない地域での提案や過去の採択事例で提案された

様々な省 CO2技術を上手く活用する提案など、省 CO2のさらなる波及・普及につな

がる数多くの応募を期待したい。さらには、カーボンニュートラルの実現に向けた

道筋を明示する取り組み、SDGs への貢献につながる取り組み、省 CO2の実現とと

もに付加価値の増進につながる取り組みなど、多様な提案にも期待したい。 
 
 
[LCCM住宅部門] 

① LCCM 住宅部門の応募件数は 48 件で、昨年度と同様に、住宅の年間供給実績戸数

が数戸から１万戸超までの幅広い事業者からの応募があった。 
② 提案されたモデルプランによる LCCM 住宅は、木造及び鉄骨造で、多くが長期優良

住宅の認定取得を目指し、断熱性能の向上や高効率設備の採用などバランスの良い

取り組みを行うものであった。 
③ 今回の応募案件は、LCCO2の算定結果が 0 以下となるもの、省エネ基準を上回る一

定水準以上の断熱性能を有するものなど、基本要件を全て満足しており、省 CO2技

術の波及・普及に資するものとして評価できた。 
④ 年間供給実績戸数が少ない地域工務店など、LCCM 住宅部門に初めて応募する事業



- 265 - 

 

者も見られ、LCCM 住宅への取り組みの広がりがうかがえる。今後は提案された

LCCM 住宅が着実に展開されるとともに、全国の幅広い事業者のさらなる取り組み

に期待したい。 
 
[賃貸住宅トップランナー事業者部門] 

① 賃貸住宅トップランナー事業者部門の応募件数は 1 件であった。 
② 提案されたモデルタイプによる賃貸住宅は、開口部などの断熱性能の向上、高効率

給湯機の採用によって、住棟全体の省エネルギー性能の向上に取り組むものであっ

た。 
③ 賃貸住宅供給事業者としての取り組みは、仕様改善のほか、自社及びグループ会社

のポータルサイトに BELS などの省エネ性能を表示するなどが提案された。 
④ 今回の応募案件は、住棟全体で住宅トップランナー基準（賃貸住宅）を上回る省エ

ネ性能を有する賃貸住宅を計画し、賃貸住宅供給事業者として先導的な取り組みを

提案するなど、基本要件を全て満足しており、省 CO2技術の波及・普及に資するも

のとして評価できた。 
⑤ 賃貸住宅分野において、省エネ・省 CO2の取り組みを促進し、質の高い賃貸住宅供

給は重要な課題である。今年度から住宅トップランナー制度の対象ではない賃貸住

宅供給事業者（供給実績戸数が 1000 戸未満）からの提案も可能と変更されており、

次回以降の募集においては、数多くの賃貸住宅供給事業者から積極的な応募を期待

したい。 
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（２）先導事業として適切と評価したプロジェクトの一覧と概評 

 
次ページに続く 

 
 
  

プロジェクト名

代表提案者

芝浦一丁目計画における省
CO2先導事業

野村不動産株式会社

（仮称）名古屋丸の内一丁
目計画

清水建設株式会社

須磨海浜水族園　再整備事
業

株式会社サンケイビル

潮見プロジェクト（本館・新
築）

清水建設株式会社

キトー山梨本社計画

株式会社キトー

神戸市のPark‐PFI事業として実施する水族園・海
浜公園施設の再整備プロジェクト。飼育生物の生
命維持・繁殖と多大なエネルギー・水消費の抑制
等の課題に対して、エネルギーと水の効率利用、
来館者・スタッフの健康性・快適性の向上、過去
の被災経験を生かした生命維持・BCP性の確保な
どを目指し、今後の水族館・公園施設整備計画の
先導性を発信していく。

井水や海水を積極的に活用し、温度差利用やゼ
ロウォーターアクアリウムを目指す取り組みは、水
族館ならではの省CO2対策として評価できる。
SDGｓに貢献する取り組みも含めて、来園者など
に分かりやすい広報・情報発信を行い、波及・普
及につながることを期待する。

複数の施設で構成されるイノベーションセンター計
画の中心となる本館の新築プロジェクト。オープン
イノベーションや情報発信の拠点となる本館では、
『ZEB』の達成、健康で快適なオフィスを先導的技
術で実現する。また、施設群のエネルギー融通管
理やBCPの中心として機能するほか、本施設自体
が先導的な技術の実証の場となり、実証結果の
フィードバックを目指す。

快適で健康なワークプレイスの実現と省CO2を両
立する建築・設備計画のほか、水素コージェネ
レーションや最適制御など、多様な先進的技術を
導入するもので、新規性やモデル性を有する意欲
的な取り組みと評価した。カーボンニュートラルの
実現に向けた取り組みや、各種技術の実証結果
が広く公表され、波及・普及につながることを期待
する。

建築物
(非住宅)

/中小規模
建築物部門

新築

地方都市に位置する本社機能、研修室、ギャラ
リーを含む本社事務所ビルの新築プロジェクト。山
梨の中央高地式の気候特性に配慮した建築形態
と、豊富な井水を空調などにカスケード利用するな
ど、地域の有効な再生可能エネルギーを複合利用
することで環境負荷低減を図った地方型の脱炭素
事務所モデルを目指す。

地方都市における中小規模の事務所ビルとして、
CASBEE・Sランク、BELS・5つ星の達成を目指し、
建築計画、設備計画において多様な技術がバラ
ンス良く提案され、中小規模建築物への波及性・
普及性が期待できるものと評価した。

建物種別 区分 提案の概要 概評

建築物
(非住宅)

/一般部門
新築

東京都心の大規模複合施設の段階的な建替プロ
ジェクト。健康で快適なまちの創造をテーマに、次
世代のテナントビルのあるべき姿とCO2削減の両
立に向けて、ウェルネスオフィスの実現、各種省エ
ネ対策によるZEB Orientedの達成を図るとともに、
将来的には再生可能エネルギー由来電力等の導
入によって、カーボンニュートラルの実現を目指
す。

都心の大規模プロジェクトとして、ウェルネスオフィ
スの実現や各種環境認証に積極的に取り組み、
カーボンニュートラルを目指す取り組みは先導的と
評価した。既存の地域冷暖房施設とも連携し、
コージェネレーションシステムを活用したカーボン
ニュートラルのモデルとなることを期待する。

名古屋市における大規模オフィスビルの新築プロ
ジェクト。マルチテナント型オフィスにおいて、ZEB
Readyを超える省CO2と健康・快適性の両立、災
害や感染症等を見据えたBCP対応などの先導的
な取組みを実施し、SDGsの観点からも高い環境
価値をオフィスに入居する企業やワーカーに提供
するこれからの時代が求めるカーボンニュートラル
オフィスを目指す。

建築計画、設備計画におけるバランスの良い省エ
ネ対策によってZEB Readyを達成するとともに、再
生可能エネルギー由来電力等を組み合わせて
カーボンニュートラルの実現を目指す取り組みは、
先導的モデルになり得るものとして評価した。SDG
ｓに関わる評価のほか、各種環境認証取得も目指
しており、実証結果と合わせて積極的な広報が展
開され、波及・普及につながることを期待する。
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令和３年度（第２回）サステナブル建築物等先導事業（省 CO2先導型）の評価 

 
１.応募状況及び審査の経緯 

（１） 令和 3 年度第 2 回の公募は 9 月 1 日から 10 月 13 日の期間に実施された。応募総

数は 14 件であり、概要は次の通りである。 
・ 一般部門 10 件、中小規模建築物部門 4 件、賃貸住宅トップランナー事業者

部門 0 件。 
・ 一般部門の事業種類別では、新築 9 件、改修 0 件、マネジメント 1 件、技術

の検証 0 件。 
・ 一般部門の建物種別では、建築物（非住宅）9 件、共同住宅 1 件、戸建住宅

0 件。 
（２） 審査は、建築研究所が設置した「サステナブル建築物等先導事業（省 CO2先導

型）評価委員会」（以下「評価委員会」という）で実施した。また、評価委員会に

おいては「省エネ建築・設備」、「エネルギーシステム」、「生産・住宅計画」の 3 グ

ループからなる専門委員会を設置した。 
（３） あらかじめ応募要件の確認を行った提案を対象に、各専門委員会による書面審査、

ヒアリング審査等を経て作成された評価案をもとに、評価委員会において評価さ

れ、12 件をサステナブル建築物等先導事業（省 CO2先導型）として適切なものと

した。 
 
２．審査の結果 

本事業では、一般部門・中小規模建築物部門として、住宅・建築物のプロジェクトとして

先導性があるリーディングプロジェクトについて、数多くの事業を先導事業として評価し

てきた。 
また、平成 30 年度からは LCCM 住宅部門、令和 2 年度からは賃貸住宅トップランナー

事業者部門が創設され、それぞれ個別の分野における先導事業の提案を求めている。 
 以下、令和 3 年度（第 2 回）公募の評価結果に対する総評を記す。 
 
（１）総評 
[一般部門及び中小規模建築物部門] 

① 応募総数は 14 件であった。優先課題への対応件数は、課題 1（エネルギー融通・ま

ちづくり）が 5 件、課題 2（省 CO2と健康性・快適性等の向上）が 10 件、課題 3
（非常時のエネルギー自立と省 CO2の両立）が 9 件、課題 4（省 CO2推進と復興）

が 0 件、課題 5（地方都市等への波及、普及）が 6 件であった。 
② 建築物（非住宅）の一般部門では、新築 7 件、マネジメント 1 件の計 8 件を先導事

業に相応しいものと評価した。新築の 7 件は、地方都市におけるプロジェクトも多

く、建物用途は複合用途施設、商業施設、事務所、市庁舎、大学施設と様々で、建

物規模も 10 万㎡超から数千㎡までと幅広い。これらのプロジェクトでは、地域特性

を踏まえた建築・設備計画において多様な省エネ・省 CO2対策を取り入れ、Nearly 
ZEB あるいは ZEB Ready を達成しつつ、健康性・快適性の向上と省 CO2の両立を

目指すものも多く、先導的モデルとなり得ると評価した。また、マネジメントの 1
件は、大規模複合開発において各種未利用エネルギーを活用し、複数の関係者が連
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携した街区全体のエリアエネルギーマネジメントの展開を目指す取り組みは先導的

と評価した。 
③ 建築物（非住宅）の中小規模建築物部門では、新築 4 件を先導事業に相応しいもの

と評価した。これは地方都市における事務所ビル及び教育施設の提案で、一定の環

境性能及び省エネルギー性能を有する計画で、バランス良い対策を提案するもの

で、中小規模建築物への波及性・普及性が期待できるものと評価した。 
④ 住宅の一般部門では、残念ながら先導事業に相応しいとの評価に至る提案はなかっ

た。 
⑤ 今回は、令和 3 年度第 1 回から新たに設定された優先課題である「省 CO2の実現と

ともに健康性・快適性等の向上に関する先導的な取り組み」への対応が多く見られ

たほか、SDGs への取り組みについて言及する提案も多く見られた点が特徴であ

る。 
⑥ 今後も、これまでに採択事例が少ない地域での提案や過去の採択事例で提案された

様々な省 CO2技術を上手く活用する提案など、省 CO2のさらなる波及・普及につな

がる数多くの応募を期待したい。さらには、カーボンニュートラルの実現に向けた

道筋を明示する取り組み、SDGs への貢献につながる取り組み、省 CO2の実現とと

もに付加価値の増進につながる取り組みなど、多様な提案にも期待したい。 
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（２）先導事業として適切と評価したプロジェクトの一覧と概評 

 
次ページに続く 

 
 
 
 
  

プロジェクト名（所在地）

代表提案者

豊川市八幡地区における
「自然と共生する先導的商
業施設」の提案

（愛知県豊川市）

イオンモール株式会社

（仮称）淀屋橋プロジェクト

（大阪府大阪市中央区）

中央日本土地建物株式会
社

立命館大学OIC新展開施設
整備事業

（大阪府茨木市）

学校法人立命館

アルプスアルパイン古川開
発センターＲ＆Ｄ棟

（宮城県大崎市）

アルプスアルパイン株式会
社

小松駅東地区複合ビル整
備事業

（石川県小松市）

北電産業小松ビル合同会
社

守山市新庁舎『つなぐ、守
の舎』整備事業

（滋賀県守山市）

守山市

市の総合計画及びSDGｓを一体的に推進する取り
組みに基づき計画された市庁舎の新築プロジェク
ト。地域特性を活かした街並みと調和したパッシブ
デザインや多様な省CO2技術でZEB Readyなどを
達成するとともに、あらゆる災害に対しても全ての
市民の安全を守る防災中枢拠点として、庁舎機能
を維持し、地域の防災力向上に寄与する。

建築計画、設備計画においてバランスの良い省
CO2技術を導入し、地方都市の庁舎建築として
ZEB Readyの達成を目指す取り組みは先導的と評
価した。SDGｓや健康性・快適性向上に向けた取
り組みも積極的であり、実証結果も合わせた広
報・情報発信が展開され、波及・普及につながる
ことを期待する。

既存大学キャンパス内における新棟の新築プロ
ジェクト。交流拠点となる屋内、半屋外の吹抜を対
象に、センシング技術やデジタルツインの構築、AI
分析等ICTを活用した機械空調と自然換気のベス
トバランスによって省CO2と快適性の両立を図る
ほか、既存棟との熱融通などによって、更なる高
効率エネルギーマネジメントを目指す。

建築計画、設備計画の両面で多様な省CO2対策
に取り組むほか、既存棟との熱融通やデジタルツ
インを活用したエネルギーマネジメントによって更
なる高効率化を目指す取り組みは先導的と評価し
た。当該施設において新たに導入される各種技術
の教育利用や、実証結果の積極的な情報発信が
展開され、波及・普及につながることを期待する。

地方都市に位置する開発センター内のR&D棟の
新築プロジェクト。「緑豊かな古川の地で世界中の
地と技術が融合し触発するイノベーションコア」をコ
ンセプトとし、地域特性を踏まえた高断熱化や熱
源の高効率化、外気導入量・照明設定の最適化、
再生可能エネルギー導入などによって、寒冷地地
方都市型Nearly ZEBの実現を目指す。

寒冷地の特性を踏まえ、建築計画、設備計画にお
いてバランスの良い省CO2技術を導入し、Nearly
ZEBの達成を目指す取り組みは先導的と評価し
た。運用後の細かな制御による最適化への取り
組みなど、実証結果の積極的な情報公開が展開
され、波及・普及につながることを期待する。

地方都市に位置する事務所、多目的ホール、大
学院、ホテル等からなる駅前複合ビルの新築プロ
ジェクト。「小松で体感できる環境建築」をコンセプ
トに、建築・設備が一体となった計画で、大規模複
合施設でのZEB Readyを実現し、日常時も災害時
も南加賀地域の拠点となる先導的環境配慮型複
合施設のプロトタイプを目指す。

特徴的なファサードデザインなど、建築計画、設備
計画において北陸の地域特性を踏まえた多様な
省CO2技術を導入し、ZEB Readyの達成を目指す
取り組みは、先導的と評価した。各種実証結果の
積極的な情報発信が展開され、波及・普及につな
がることを期待する。

建物種別 区分 提案の概要 概評

建築物
(非住宅)

/一般部門
新築

地方都市に位置する大型ショッピングモールの新
築プロジェクト。自然エネルギーの積極的な活用と
ZEB Readyを目指した省CO2技術の組合せによる
健康・快適性の両立、AI・IoT技術の採用による最
適運用などに加え、地域防災拠点としての機能構
築などに取り組み、地方都市商業施設のモデル事
業として普及・波及を目指す。

大規模商業施設として自然換気に取り組む点は
興味深く、建築計画、設備計画において多様な省
CO2技術を導入することでZEB Readyの達成を目
指す取り組みは先導的と評価した。SDGｓへの取
り組みも意欲的で、来店者などに分かりやすい広
報・情報発信を行い、波及・普及につながることを
期待する。

大阪の代表的なビジネス街における大規模オフィ
スビルの新築プロジェクト。ビジネス地区として新
たな拠点形成を図るとともに、自立・分散型エネル
ギーの導入や公共空間拡充による防災性向上等
を目的とした計画において、複数ボイドを活用した
自然換気システム、排熱回収・中温冷水利用を中
心とした高効率熱源システム等の省CO2技術を導
入する。

大規模オフィスビルとして、低温排熱の有効活用
などの様々な省CO2対策を導入するほか、健康
性・快適性向上に向けた対策にも積極的に取り組
む点は、先導的と評価した。地方公共団体とも連
携し、実証結果と合わせて積極的な情報発信が
展開され、地域への波及・普及につながることを
期待する。
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プロジェクト名（所在地）

代表提案者

立命館アジア太平洋大学
新学部設置に伴う施設整備
事業

（大分県別府市）

学校法人立命館

うめきた２期地区開発にお
けるエネルギーマネジメント
プロジェクト

（大阪府大阪市北区）

株式会社関電エネルギーソ
リューション

(仮)IIS/IIK 堺事務所 新築
工事

（大阪府堺市堺区）

株式会社ＩＨＩインフラシステ
ム

（仮称）ザ・パック大阪本社
建替

（大阪府大阪市東成区）

ザ・パック株式会社

エア・ウォーター健都プロ
ジェクト

（大阪府摂津市）

エア・ウォーター株式会社

獨協大学セミナ ーハ ウス
（仮称）

（埼玉県草加市）

学校法人獨協学園

建築物
(非住宅)

/中小規模
建築物部門

新築

本社・工場敷地内における事務所棟の新築プロ
ジェクト。クリエイティビティの高い働き方を実現す
るため、「光・人・快適性が有機的につながるコ
ミュニケーションプラットフォーム」をデザインコンセ
プトに、SDGsを見据えたスマートウェルネスオフィ
スを目指し、様々な省CO2技術を導入するととも
に、防災ハザードマップに沿ったBCP対策なども徹
底する。

地方都市における中小規模の事務所ビルとして、
CASBEE・Sランク、BELS・5つ星の達成を目指し、
建築計画、設備計画において多様な技術がバラ
ンス良く提案され、中小規模建築物への波及性・
普及性が期待できるものと評価した。

大阪市東部に位置する本社ビルの建替プロジェク
ト。町工場や住宅、オフィスビルといった多用途の
建物が建ち並ぶ地域において、センターコアプラン
や建物中央部に設ける「エコボイド」を活用して自
然採光・自然換気を促進するほか、健康・省エネ・
省CO2に配慮した様々な対策の積み上げによっ
て、ZEB Readyの実現を目指す。

地方都市における中小規模の事務所ビルとして、
CASBEE・Sランク、BELS・5つ星の達成を目指し、
建築計画、設備計画において多様な技術がバラ
ンス良く提案され、中小規模建築物への波及性・
普及性が期待できるものと評価した。

国際級の複合医療産業拠点の形成を目指す地区
に位置するイノベーションセンターの新築プロジェ
クト。「活き活きと生きることを考える、ひとつなが
りの共創空間」を建築コンセプトに、働く環境の多
様性と快適性に配慮し、ヒューマンファクターに配
慮した環境配慮技術を積極的に採用するなど、地
域に根付いたサステナブルな発信拠点を目指す。

地方都市における中小規模の事務所ビルとして、
CASBEE・Sランク、BELS・5つ星の達成を目指し、
建築計画、設備計画において多様な技術がバラ
ンス良く提案され、中小規模建築物への波及性・
普及性が期待できるものと評価した。

既存の大学キャンパスに近接する松原団地跡地
の一部に位置する教育施設の新築プロジェクト。
「森の中の教育施設」をデザインコンセプトに、周
辺施設及び周囲の自然との融合を図りながら
SDGsの達成を目標に掲げた施設として計画し、
パッシブとアクティブな技術を散りばめ、ライフサイ
クルに配慮した建築計画とし、ZEB化を目指す。

地方都市の小規模な教育施設において、
CASBEE・Sランク、BELS・5つ星の達成を目指し、
建築計画、設備計画において多様な技術がバラ
ンス良く提案され、中小規模建築物への波及性・
普及性が期待できるものと評価した。

建築物
(非住宅)

/一般部門

新築

既存大学キャンパス内における新棟の新築プロ
ジェクト。教室・研究空間とともに木造３層吹抜の
交流空間などからなる教学棟では、建物自体が
教材となり、大学の特性を活かした省CO2と持続
可能社会の実現のため、日本・大分から世界へ人
材育成・発信展開を目指す。

多数の留学生が利用する施設として、地域材の積
極的な活用のほか、厳しい地域の気候特性と共
生し、利用者の行動によって、健康で快適な場を
作り出そうとするなどの取り組みは、建物自体を教
育利用することと併せ、さらなる波及・普及につな
がることを期待する。

マネジ
メント

『「みどり」と「イノベーション」の融合拠点』をまちづ
くり方針とした大阪駅前の大規模複合開発におけ
るエネルギーマネジメントプロジェクト。最先端の環
境技術や資源循環インフラ導入、街区間エネル
ギー融通を含むエリアエネルギーマネジメントによ
り、環境･防災性能が統合された次世代まちづくり
基盤の構築に貢献する。

大規模複合開発において、各種未利用エネル
ギーを積極的に活用し、街区全体で取り組むエリ
アエネルギーマネジメントは先導的と評価した。多
くの関係者によるエネルギーマネジメントモデルと
なるべく、着実な取り組みが展開されるとともに、
実証結果の積極的な情報発信によって、波及・普
及につながることを期待する。

建物種別 区分 提案の概要 概評
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令和４年度（第１回）サステナブル建築物等先導事業（省 CO2先導型）の評価 

 
１.応募状況及び審査の経緯 

（１） 令和 4 年度第 1 回の公募は 6 月 1 日から 7 月 5 日の期間に実施された。応募総数は

8 件であり、概要は次の通りである。 

・ 一般部門 8 件、中小規模建築物部門 0 件。 

・ 一般部門の事業種類別では、新築 7 件、改修 1 件、マネジメント 0 件、技術

の検証 0 件。 
・ 一般部門の建物種別では、建築物（非住宅）4 件、共同住宅 0 件、戸建住宅 4

件。 
（２） 審査は、建築研究所が設置した「サステナブル建築物等先導事業（省 CO2 先導型）

評価委員会」（以下「評価委員会」という）で実施した。また、評価委員会において

は「省エネ建築・設備」、「エネルギーシステム」、「生産・住宅計画」の 3 グループ

からなる専門委員会を設置した。 
（３） あらかじめ応募要件の確認を行った提案を対象に、各専門委員会による書面審査、

ヒアリング審査等を経て作成された評価案をもとに、評価委員会において評価され、

5 件をサステナブル建築物等先導事業（省 CO2 先導型）として適切なものとした。 
 

２．審査の結果 

本事業では、一般部門・中小規模建築物部門として、住宅・建築物のプロジェクトとし

て先導性があるリーディングプロジェクトについて、数多くの事業を先導事業として評価

してきた。 
また、平成 30 年度からは LCCM 住宅部門、令和 2 年度からは賃貸住宅トップランナー

事業者部門が創設され、それぞれ個別の分野における先導事業の提案を求めている。 
 以下、令和 4 年度（第 1 回）公募の評価結果に対する総評を記す。 
 

（１）総評 

[一般部門] 

① 応募総数は 8 件であった。優先課題への対応件数は、課題 1（エネルギー融通・まち

づくり）が 1 件、課題 2（省 CO2と健康性・快適性等の向上）が 7 件、課題 3（非常

時のエネルギー自立と省 CO2の両立）が 6 件、課題 4（省 CO2推進と復興）が 0 件、

課題 5（地方都市等への波及、普及）が 5 件であった。 
② 建築物（非住宅）の応募は、大規模物流倉庫、事務所の新築プロジェクトで、立地場

所は、大阪及び福岡の都心のほか、地方都市の提案もみられた。住宅の応募では、沖

縄を中心とした戸建住宅の新築プロジェクトや既存の戸建住宅の改修プロジェクト

であった。 
③ 建築物（非住宅）の一般部門では、新築 3 件を先導事業に相応しいものと評価した。

茨木市に立地する大規模物流倉庫、岡山市に立地する庁舎建築物、上越市に立地する

研究施設のプロジェクトで、建物規模は 16 万㎡超から数千㎡までと幅広い。これら

のプロジェクトでは、建築・設備計画において地域特性や建物特性を踏まえた多様な

省エネ・省 CO2 対策を取り入れてウェルネスオフィスの実現と省 CO2 の両立を目指
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しており、先導的モデルとなり得ると評価した。また、大規模物流倉庫や庁舎建築物

では、地域の災害拠点として機能することも目指している。これらのプロジェクトが

着実に実施され、地域における省エネ・省 CO2技術の波及・普及につながることを期

待したい。 
④ 住宅の一般部門では、戸建住宅のうち新築 1件、改修 1件の計 2件を先導事業に相応

しいものと評価した。新築プロジェクトは沖縄を中心に実験住宅等の実績データを活

用し沖縄の気候風土に応じた ZEH 住宅の実現を目指す提案であった。改修プロジェ

クトは、既存住宅の仕様や管理状況を把握している自社物件を対象に、着実に省 CO2

技術を推進する仕組みの提案であった。これらのプロジェクトが着実に実施されるこ

とで、住宅分野におけるゼロエネルギー技術や、既存住宅の省エネ性能向上技術の波

及・普及につながるものとして評価した。 

⑤ 今回は、地方都市におけるプロジェクトが数多く提案され、雪利用や沖縄での ZEH
住宅への取り組みの広がりが見られた点や、まだまだ取り組みが遅れている既存住宅

の性能向上に関する提案が見られた点は評価したい。 

⑥ 今後も、これまでに採択事例が少ない地域での提案や過去の採択事例で提案された

様々な省 CO2 技術を上手く活用する提案など、省 CO2 のさらなる波及・普及につな

がる数多くの応募を期待したい。さらには、カーボンニュートラルの実現に向けた道

筋を明示する取り組み、SDGs への貢献につながる取り組み、省 CO2の実現とともに

付加価値の増進につながる取り組みなど、多様な提案にも期待したい。 
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（２）先導事業として適切と評価したプロジェクトの一覧と概評 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

プロジェクト名（所在地）

代表提案者

GLP ALFALINK 茨木1プロ
ジェクト

（大阪府茨木市）

JDP3ロジスティック2特定目
的会社

岡山市新庁舎整備事業

（岡山県岡山市北区）

岡山市

株式会社有沢製作所新研
究所計画

（新潟県上越市）

株式会社有沢製作所

ZEH-Okinawaプロジェクト

（沖縄県本島中南部）

有限会社フロンティアーズ

空家を減らしサステナブル
な 住 宅 循 環 の 実 現 「 リ
ニューアルサイクル・カーボ
ンマイナス住宅」

サンヨーホームズ株式会社

地方都市に位置する研究施設の新築プロジェク
ト。雪冷熱の利用、敷地内の工場からの排熱利
用、冷涼な外気を活かした自然換気、自然採光の
利用などの取り組みを実施し、自然や土地、風土
のポテンシャルを最大限に利用したイノベーション
センターを目指す。

豪雪地帯における中小規模の研究施設として、自
然エネルギーをうまく取り込んだ建築計画、雪冷
熱の潜熱蓄熱、工場排熱の活用等、様々な省
CO2・ウェルネス対策が導入されており先導的と
評価した。雪冷熱蓄熱量が十分であるか、脱炭素
やウェルネス効果など事後検証を行い、情報発信
することを期待する。

戸建住宅
/一般部門

新築

沖縄県の地域工務店による戸建て住宅の新築プ
ロジェクト。沖縄では外皮性能基準が無い中で、
屋根外壁、窓の断熱性能向上等による建築的工
夫を行うことでZEH住宅の実現、普及を目指す。

沖縄では少ないZEH住宅に取り組む意義は大き
く、実験住宅や実施物件の実績データを活用し沖
縄の気候風土に応じた取り組みをすることは、沖
縄でも高性能な戸建住宅の波及・普及につながる
ものと評価した。提案するZEH住宅の効果検証に
よって得られた知見が広く公開され、波及・普及に
つながることを期待する。

改修

戸建住宅の改修するプロジェクト。大規模な断熱
改修が進めづらい中、自社で販売した物件を対象
に、建設時の各種計算書、メンテナンス履歴を考
慮して高断熱化、高効率設備を導入して省CO2改
修を実施し、建物の長寿命化を目指す。

取り組みが遅れている既存住宅の省エネ性能向
上に対して、仕様及び管理状況を把握している自
社物件を対象に、着実に省CO2技術を推進してい
くという仕組みは、住宅ストックの環境性能向上と
いう課題に対して先導的と評価した。改修に取り
組む仕組みについて事後評価がなされ、その成
果と課題を広く情報発信することを期待する。

建物種別 区分 提案の概要 概評

建築物
(非住宅)

/一般部門
新築

大規模物流倉庫の新築プロジェクト。省エネ化＋
大規模太陽光発電の導入、雨水と井水の有効利
用、バイオフィリックスデザインの活用、室内空気
質の向上、非常時のエネルギー自立と地域住民
の避難受入などの取り組みを実施し、ゼロ・エネル
ギー＆ウォータービルディング（ZEB,ZWB）の構
築、健康で快適に働ける環境の構築、地域に開
かれた災害時物流拠点の構築を目指す。

地域の災害時拠点としても機能する環境に配慮し
た物流施設として、エネルギー・水の削減、EVコン
セント、働く人のウェルネスにも配慮している等、
大規模物流倉庫の脱炭素モデルとして評価した。
続けて整備される複数の倉庫にも同様の対策を
導入し、エリア全体のエネルギー・マネジメントを行
うことを期待する。また、導入効果の積極的な情
報公開が展開され、波及・普及につながることを
期待する。

地方都市の中心部に位置する市庁舎の新築プロ
ジェクト。直射光や外部熱負荷を軽減し快適な生
活環境を確保するパッシブデザイン、各種高効率
設備の採用などの取り組みを実施し、ZEB Ready
を達成する持続可能な省エネルギー庁舎を目指
す。

延床面積が約5万m2でZEB Ready認証を目指して
おり、建築デザインとしての工夫、高効率設備の
採用、非常時のエネルギー自立、ウェルネスオフィ
スへの対応等への意欲的な取り組みは、先導モ
デルになりうるものとして評価した。地方都市のゼ
ロカーボン化に向けた先導プロジェクトとなるよう、
効果の検証結果等が広く情報発信され、民間建
築物への波及・普及につながることを期待する。



- 275 - 

 

令和５年度（第１回）サステナブル建築物等先導事業（省 CO2先導型）の評価 

 
１.応募状況及び審査の経緯 

（１） 令和 5 年度第 1 回の公募は 4 月 17 日から 5 月 31 日の期間に実施された。応募総

数は 17 件であり、概要は次の通りである。 
・ 一般部門 14 件、中小規模建築物部門 2 件、LCCM 低層共同住宅部門 1 件、

分譲住宅トップランナー事業者部門 0 件。 
・ 一般部門の事業種類別では、新築 13 件、改修 0 件、マネジメント 1 件、技術

の検証 0 件。 
・ 一般部門の建物種別では、建築物（非住宅）9 件、共同住宅 3 件、戸建住宅 2

件。 
（２） 審査は、建築研究所が設置した「サステナブル建築物等先導事業（省 CO2 先導型）

評価委員会」（以下「評価委員会」という）で実施した。また、評価委員会において

は「省エネ建築・設備」、「エネルギーシステム」、「生産・住宅計画」の 3 グループ

からなる専門委員会を設置した。 
（３） あらかじめ応募要件の確認を行った提案を対象に、各専門委員会による書面審査、

ヒアリング審査等を経て作成された評価案をもとに、評価委員会において評価され、

15 件をサステナブル建築物等先導事業（省 CO2先導型）として適切なものとした。 
 

２．審査の結果 

本事業では、一般部門・中小規模建築物部門として、住宅・建築物のプロジェクトとし

て先導性があるリーディングプロジェクトについて、数多くの事業を先導事業として評価

してきた。 
また、平成 30 年度からは LCCM 住宅部門、令和 2 年度からは賃貸住宅トップランナー

事業者部門、令和 4 年度からは、分譲住宅トップランナー事業者部門が創設され、それぞ

れ個別の分野における先導事業の提案を求めている。 
 以下、令和 5 年度（第 1 回）公募の評価結果に対する総評を記す。 
 

（１）総評 

[一般部門及び中小規模建築部門] 

① 応募総数は 16 件であった。また、一般部門における優先課題への対応件数は、課題

1（エネルギー融通・まちづくり）が 6 件、課題 2（省 CO2と健康性・快適性等の向

上）が 10 件、課題 3（非常時のエネルギー自立と省 CO2 の両立）が 11 件、課題 4
（省 CO2 推進と復興）が 0 件、課題 5（地方都市等への波及、普及）が 6 件であっ

た。 
② 建築物（非住宅）の一般部門では、新築 8 件、マネジメント 1 件を先導事業に相応し

いものと評価した。新築 8 件のうち 4 件が東京都内であり、延床面積約 29 万 m2 の

高層複合建築物、約 5.5 万 m2 の事務所施設、約 1 万 m2 の事務所施設、約 1.5 万 m2
の学校施設である。残り 4 件は地方都市であり、下関市に立地するホテル施設、山形

市に立地する事務所施設、松山市に立地する庁舎施設、名古屋市に立地する事務所施

設である。これらのプロジェクトでは、建築・設備計画において地域特性や建物特性

を踏まえた多様な省エネ・省 CO2 対策を取り入れてウェルネスオフィスの実現と省
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CO2の両立を目指しており、先導的モデルとなり得ると評価した。これらのプロジェ

クトが着実に実施され、地域における省エネ・省 CO2技術の波及・普及につながるこ

とを期待したい。 

③ マネジメント 1 件は、過年度採択プロジェクトの第 2 フェーズとして、新たに CO2

フリー水素製造システムを構築し、自ら製造した水素を既存 CGS で使用し、広域的

に複数・遠隔建物へエネルギー融通する提案で、カーボンニュートラルの実現に向け

た取り組みとして先導性があると評価した。 
④ 建築物（非住宅）の中小規模建築物部門では 2 件を先導事業に相応しいものと評価し

た。いずれも新築で、札幌市に立地する事務所施設ならびに東京都内に立地する学校

施設である。ともに一定の環境性能及び省エネルギー性能を有する計画で、バランス

の良い対策を提案するものであり、採択に相応しい先導事業と評価した。 
⑤ 住宅の一般部門では、共同住宅の新築 3 件、戸建住宅の新築 1 件の計 4 件を先導事業

に相応しいものと評価した。共同住宅の新築の提案の一件目は、既存の省エネ技術に

加えてグリーン水素製造・貯蔵＋燃料電池を実装する提案である。季節をまたいでエ

ネルギーの有効利用を図り電力の自給率を最大限高める試みは、年間を通してエネル

ギー自給という観点からみて将来的な課題解決の取り組みとして評価した。分譲共同

住宅における ZEH-M を実現する 2 件については、既存の省エネ・創エネ技術を複合

的に組み合わせ、現時点における対策レベルを明らかにしたことは先導的であり意欲

的な取り組みとして評価した。また、戸建住宅の提案は、現状、太陽光発電の余剰が

課題となっている地域において、今後の固定価格買取制度が直面する課題に対して、

戸建住宅における自家消費率向上に向けた取り組みは、先導的であると評価した。 
⑥ 今後も、これまでに採択事例が少ない地域での提案や過去の採択事例で提案された

様々な省 CO2 技術を上手く活用する提案など、省 CO2 のさらなる波及・普及につな

がる数多くの応募を期待したい。さらには、カーボンニュートラルの実現に向けた道

筋を明示する取り組み、SDGs への貢献につながる取り組み、省 CO2の実現とともに

付加価値の増進につながる取り組みなど、多様な提案にも期待したい。 
 

[LCCM低層共同住宅部門] 

① LCCM 低層共同住宅部門の応募総数は 1 件であった。共同住宅の年間供給実績戸数

は約 40,000 戸と多くの供給実績を持つ事業者からの応募があった。 
② 提案されたモデルプランによる LCCM 低層共同住宅は、木造が中心の建築物で、断

熱性能の向上や高効率設備の採用などバランスの良い取り組みを行うものであった。  
③ 今回の応募案件は、LCCO2の算定結果が 0 以下となるもの、ZEH 基準の水準の省エ

ネルギー性能を超えた一定水準を有するものなど、基本要件を全て満足しており、省

エネ・省 CO2技術の波及・普及に資するものとして評価できた。 
④ 住宅分野において、省エネ・省 CO2の取り組みを促進し、質の高い住宅の供給は重要

な課題であり、次回以降の募集においては、全国の様々な住宅事業者が LCCM 低層

共同住宅の普及に取り組む積極的な応募に期待したい。 
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（２）先導事業として適切と評価したプロジェクトの一覧と概評  

 
次ページに続く 

 
  

プロジェクト名（所在地）

代表提案者

内幸町一丁目南地区にお
ける省CO2先導事業

（東京都千代田区）

中央日本土地建物株式会
社

（仮称）春日ビル建替計画

（東京都港区）

中央日本土地建物株式会
社

（仮称）下関ホテル建設プロ
ジェクト

（山口県下関市）

株式会社 下関ホテルマネ
ジメント

山形銀行本店建替計画

（山形県山形市）

株式会社　山形銀行

東京工業大学（大岡山）附
属科学技術高等学校

（東京都目黒区）

国立大学法人東京工業大
学

愛媛県庁新第二別館整備
事業

（愛媛県松山市）

愛媛県

地方都市の中心部に位置する県庁舎の新築建替
プロジェクト。災害対策機能の拠点で事業継続性
が求められる庁舎における木材活用の推進、非
常時に必要な電源の確保や水資源の有効利用に
より非常時のエネルギー自立と省CO2の実現を目
指す。

地域性を生かしたCLTの積極的な採用などは、地
方都市の先導モデルになりうるものと評価した。全
国知事会の宣言に基づき実現するZEB Readyの
公共建築物として、全国への波及・普及につなが
ることを期待する。

地方都市に位置するリゾートホテルの新築プロジェ
クト。地域のもつ潜在的なポテンシャルを観光資
源と省エネ技術にフル活用し、空調や排水の排熱
利用、客室の空調・換気の省エネ制御技術を組み
合わせることで快適性・健康性と省エネ性の両立
を追求した次世代ウェルネスホテルを目指す。

Embodied Carbon削減に寄与する膜庇対策、各種
排熱を利用したプールのハイブリッド空調・昇温シ
ステム等への取り組みにより、ホテルにおいて
ZEB Ready取得を目指す取り組みは、先導モデル
になりうるものとして評価した。脱炭素やウェルネ
ス効果など事後検証を行い、情報発信することを
期待する。

山形市の中心部に位置する銀行本店ビルの新築
建替プロジェクト。外装のダブルスキン、内装の木
質化等により、省CO2と同時に眺望・快適性に配
慮した知的生産性の高い執務環境を実現する。

新築1万㎡以上の新築で山形初のZEB Ready取
得を目指す取り組みは、地方都市の先導モデルに
なりうるものとして評価した。地域への波及・普及
を促進するため、地元設計事務所の積極的な参
加を期待する。地方都市のゼロカーボン化に向け
た先導モデルになるよう、脱炭素やウェルネス効
果など事後検証を行い、情報発信（見学会など）す
ることを期待する。

東京都目黒区大岡山の丘陵地帯へ移転する科学
技術高校の新築プロジェクト。自然の地形を尊重し
た校舎の配置、環境教育の一貫としても利用する
省エネルギー技術、健康で快適なウェルネス環境
の推進を目指す。同一敷地内の大学と連携して平
時のエネルギーマネージメント、非常時にのエネ
ルギー自立を強化する。

自然環境を生かした建築計画、自然通風のため
のファサードデザイン、アリーナの木質仕上げによ
る輻射空調システムの導入など、ZEB Ready取得
を目指す取り組みは、先導モデルになりうるものと
して評価した。新校舎を環境教育の教材として整
備し、脱炭素を推進することで、キャンパス全体や
地域への波及・普及を期待する。

建物種別 区分 提案の概要 概評

建築物
(非住宅)

/一般部門
新築

都内有数のビジネス街における延床面積約25万
㎡、オフィス・ホテル・商業で構成される都心最大
級の再開発プロジェクト。運用段階のカーボン
ニュートラルを達成するためのオフィスのZEB化、
健康性・快適性を重視した室内空間づくり等、これ
からのオフィスビルのあるべき姿を示すことを目指
す。

断熱性・遮光性の高いエアフローウィンドウと
ヴェールファサードの採用、新しい外壁太陽光パ
ネルの設置、既存建物の地下躯体や外壁の一部
再利用等への取り組みは、高層建築物の先導モ
デルになりうるものとして評価した。高層建築物と
してBEI=0.54を目指す点も評価した。脱炭素や
ウェルネス効果など事後検証を行い、情報発信す
ることを期待する。

東京都心の緊急輸送道路に面した計画地での新
築建替プロジェクト。ZEB Readyを超える省CO2と
健康・快適性を両立させる建物性能と、スマートビ
ル技術の導入及び健康オープンスペースの整備
と災害時の地域の防災施設を兼ね備えた先導的
環境配慮型マルチテナントオフィスを目指す。

クラウド型ビルエネルギーマネジメントシステムの
活用による建物全体の省CO2活動の推進や、機
械式駐車場にEV充電器を導入する試みは、先導
モデルになりうるものとして評価した。太陽光パネ
ルについては更なる設置拡大を期待する。また、
脱炭素やウェルネス効果など事後検証を行い、情
報発信することを期待する。
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次ページに続く 

 
  

プロジェクト名（所在地） 提案の概要 概評

代表提案者

（仮称）国分第二本社ビル
新築計画

（東京都中央区）

国分グループ本社株式会
社

日本ガイシ ZEBプロジェク
ト

（愛知県名古屋市熱田区）

日本ガイシ株式会社

安藤ハザマ 次世代エネル
ギープロジェクト 第２フェー
ズ カーボンニュートラルに
向けた次世代エネルギー利
用 分散型エネルギーシス
テムによる広域的省ＣＯ２プ
ロジェクト

（茨城県つくば市）

株式会社　安藤・間

（仮称）エア・ウォーターの森
計画

（北海道札幌市中央区）

エア・ウォーター北海道株式
会社

帝京平成大学池袋キャンパ
ス新棟新築計画

（東京都豊島区）

学校法人　帝京平成大学

マネジ
メント

CO2フリー水素を含む燃料で得られるエネルギー
を、複数・遠隔建物へ融通するプロジェクト。新た
にCO2フリー水素製造システムを構築し、既存水
素利用可能なコージェネレーション用燃料として供
給し、得られるエネルギーを既存の広域電力グ
リッドを利活用しさらなる省CO2化を目指す。

エネルギー製造における水素利用において、国内
外の水素製造装置を比較すると共に、運用面に関
するデータを得て、これらを広く公表することは、国
内における今後のカーボンニュートラルの実現に
向けた取り組みとして先導性があると評価した。各
種技術の実証結果が広く公表され、波及・普及に
つながることを期待する。

建築物
(非住宅)

/中小規模
建築物
部門

新築

地方都市における中小規模事務所ビルの新築プ
ロジェクト。高性能外皮を使用し寒冷地においてガ
ラスファサードを実現させ、豊富な地下水の利用
や多様な空間創出が可能な空調システム、冷涼
な空気を利用した自然換気の採用等で、北海道
の気候に呼応した環境建築を目指す。

地方都市における中小規模の事務所ビルとして、
CASBEE・Sランク、BELS・5つ星の達成を目指し、
建築計画、設備計画において多様な技術がバラ
ンス良く提案され、中小規模建築物への波及性・
普及性が期待できるものと評価した。脱炭素や
ウェルネス効果など事後検証を行い、情報発信す
ることを期待する。

東京都心の既存キャンパス内の新築プロジェクト。
都市型キャンパスとして低層部は地域住民との共
有スペース、高層部は教職員の研究室を集約した
建築物で、外皮性能向上、AI空調やIoT技術を活
用したセンシング技術等を導入し省CO2化を目指
す。

中小規模の学校施設として、CASBEE・Sランク、
BELS・5つ星の達成を目指し、建築計画、設備計
画において多様な技術がバランス良く提案され、
中小規模建築物への波及性・普及性が期待でき
るものと評価した。脱炭素やウェルネス効果など
事後検証を行い、情報発信することを期待する。

建物種別 区分

建築物
(非住宅)

/一般部門

新築

高密な都市部における中規模事務所ビルの新築
プロジェクト。敷地周辺の建物による日射影響状
況を考慮し、建物外装計画の工夫による熱負荷の
低減、汎用性の高い省エネ設備の採用等により、
ZEB Readyを目指す。

周辺の複数建築物による日射低減効果を反映し
た環境・設備設計を行い、さまざまな技術的工夫
によりZEB Ready取得を目指す取り組みは、先導
モデルになりうるものとして評価した。ウェルネス
対応も評価できる。脱炭素やウェルネス効果など
事後検証を行い、情報発信することを期待する。

工場敷地内においてオープンイノベーション、製品
提示、研修施設等の用途からなる新築プロジェク
ト。パッシブデザインである高断熱化、自然エネル
ギー利用、アクティブデザインである高効率機器の
採用や汎用的な省エネ技術を着実に実施し、ZEB
の実現を目指す。

敷地周辺にも配慮したルーバー設計、陽射しと眺
望を最適制御する環境ファサード、建築デザインと
融合した床吹き空調システムの導入等は、地方都
市の先導モデルになりうるものとして評価した。脱
炭素やウェルネス効果など事後検証を行い、情報
発信（見学者等）することを期待する。
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（３）先導事業として適切と評価したプロジェクト一覧（LCCM 低層共同住宅部門） 
 
＜LCCM 低層共同住宅部門＞ 
プロジェクト名 代表提案者 
ニューライズ LCCM 全国普及プロジェクト 大東建託株式会社 

 
  

プロジェクト名（所在地） 提案の概要 概評

代表提案者

パッシブタウン第５期街区

（富山県黒部市）

ＹＫＫ不動産株式会社

八幡山サステナブル共同住
宅プロジェクト

（東京都世田谷区）

株式会社　大京

カーボンニュートラルの実現
に向けた新築分譲『ZEH-
M』プロジェクト

（東京都世田谷区）

東京建物株式会社

おひさまエコキュートを活用
した自家消費型ＺＥＨ普及プ
ロジェクト

エコワークス株式会社

戸建住宅
/一般部門

新築

九州を中心に活動する地域工務店グループによる
戸建住宅の新築プロジェクト。建物の高断熱化は
ベース対策とし、ZEHにおける太陽光発電の自家
消費率を高めるためにおひさまエコキュートを活用
し、経済メリット及び省CO2化の最大化を目指す。

現状、太陽光発電の余剰が課題となっている九州
地域において、戸建住宅における自家消費率向
上に向けた取り組みは意欲的と評価した。日々変
化が大きい電力需給圏内において、本システムの
位置づけを施主に丁寧に説明し、事後検証期間の
フォローアップにより着実に省CO2が実現され仕組
みを構築することで、さらなる波及・普及につなが
ることを期待する。

建物種別 区分

共同住宅
/一般部門

新築

富山県黒部市において、パッシブタウン開発の最
終街区として共同住宅を新築するプロジェクト。外
皮の高断熱・高気密化等に冷暖房用エネルギー
の削減を前提とし、オンサイト型太陽光発電による
グリーン水素製造・貯蔵＋燃料電池を実装し、季
節間の熱と電力融通による電力自給率95％以上
を目指す。

これまで住宅に導入されたことのないP to G設備
により余剰電力を水素に変え、季節をまたいだエ
ネルギーの有効利用は、年間を通してエネルギー
自給という観点でも将来的な課題解決の取り組み
として先導的と評価した。現時点では、本技術が
広く普及することは厳しいが、得られた知見を論文
等で広く公表し、新しいエネルギーマネジメントの
あり方が広がっていくことを期待する。

東京都世田谷区の自然豊かな環境における分譲
共同住宅の新築プロジェクト。断熱・省エネ性能を
飛躍的に高め、太陽光発電による電力と蓄電池、
燃料電池を組み合わせて『ZEH-M』及び全住戸
『ZEH』を達成し、災害時においても電力・ガス・水
の面でエネルギー自立可能となる分譲マンション
の『ZEH-M』モデルを目指す。

分譲共同住宅で既存技術の複合化によりZEH-M
を実現し、災害時への対応も意識した提案であ
り、そのレベルを明らかにした意欲的なプロジェク
トで、その取り組みを先導的と評価した。分譲共同
住宅ならではのメリット・デメリットを明らかにし、
ZEH-Mの普及につながることを期待すると共に、
購入後の住まい方のフォローアップなど、使いこな
していくためのサポートにも取り組むことを期待す
る。

東京都世田谷区の閑静な住宅街に立地する3階
建分譲マンションの新築プロジェクト。新築分譲マ
ンションにおいて実現難度が高い『ZEH-M』に取り
組み、業界全体における『ZEH-M』プロジェクトの
始動の足がかりとなるモデルを目指す。

都心の分譲共同住宅で初となる住棟ZEH-Mと全
住戸ZEHを達成し、そのレベルを明らかにした意欲
的なプロジェクトで、その取り組みを先導的と評価
した。駐車全区画への充電設備の配置等、意欲
的な取組もみられ、EV充足率等のデータが今後
蓄積されることで、他のプロジェクトへの波及性の
観点で、有用な知見が得られることを期待する。
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令和６年度サステナブル建築物等先導事業（省 CO2先導型）の評価 

 
１.応募状況及び審査の経緯 

（１） 令和 6 年度の公募は 5 月 17 日から 7 月 3 日の期間に実施された。応募総数は 12 件

であり、概要は次の通りである。 
・ 一般部門 7 件、中小規模建築物部門 4 件、LCCM 低層共同住宅部門 1 件。 
・ 一般部門の事業種類別では、新築 4 件、改修 2 件、マネジメント 1 件、技術

の検証 0 件。 
・ 一般部門の建物種別では、建築物（非住宅）5 件、共同住宅 0 件、戸建住宅 2

件。 
（２） 審査は、建築研究所が設置した「サステナブル建築物等先導事業（省 CO2 先導型）

評価委員会」（以下「評価委員会」という）で実施した。また、評価委員会において

は「省エネ建築・設備」、「エネルギーシステム」、「生産・住宅計画」の 3 グループ

からなる専門委員会を設置した。 
（３） あらかじめ応募要件の確認を行った提案を対象に、各専門委員会による書面審査、

ヒアリング審査等を経て作成された評価案をもとに、評価委員会において評価され、

8 件をサステナブル建築物等先導事業（省 CO2 先導型）として適切なものとした。 
 
２．審査の結果 

本事業では、一般部門・中小規模建築物部門として、住宅・建築物のプロジェクトとし

て先導性があるリーディングプロジェクトについて、数多くの事業を先導事業として評価

してきた。 
また、平成 30 年度からは LCCM 住宅部門、令和 2 年度からは賃貸住宅トップランナー

事業者部門、令和 4 年度からは、分譲住宅トップランナー事業者部門、LCCM 低層共同住

宅部門が創設され、それぞれ個別の分野における先導事業の提案を求めている。 
 以下、令和 6 年度公募の評価結果に対する総評を記す。 
 

（１）総評 

[一般部門及び中小規模建築部門] 

① 応募総数は 11 件であった。また、一般部門における優先課題への対応件数は、課題

1（エネルギー融通・まちづくり）が 1 件、課題 2（省 CO2と健康性・快適性等の向

上）が 5 件、課題 3（非常時のエネルギー自立と省 CO2の両立）が 3 件、課題 4（省

CO2推進と復興）が 1 件、課題 5（地方都市等への波及、普及）が 4 件、課題 6（ホ

ールライフカーボンを算定し、CO2排出量の低減）が 3 件であった。 
② 建築物（非住宅）の一般部門では、新築 3 件、マネジメント 1 件を先導事業に相応し

いものと評価した。新築 3 件のうち 2 件が東京都内であり、延床面積約 4 万 m2、約

7 千 m2 の事務所である。残り 1 件は地方都市であり、仙台市に立地する市庁舎であ

る。これらのプロジェクトでは、建築・設備計画において地域特性や建物特性を踏ま

えた多様な省エネ・省 CO2 対策を取り入れてウェルネスオフィスの実現と省 CO2 の

両立を目指しており、先導的モデルとなり得ると評価した。これらのプロジェクトが

着実に実施され、地域における省エネ・省 CO2技術の波及・普及につながることを期
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待したい。 
③ マネジメント 1 件は、東京都心の再開発エリアにおいて自立分散型システムを導入

し、新築建物及び隣接する既存建物に対して電力と熱を面的に供給する提案である。

AI を用いたエネルギーマネジメントシステムにより、電力系統の需給バランスを加

味して CGS や熱源設備等の最適運転制御を行い、電力使用の合理化を図る提案は先

導性があると評価した。また、災害等による系統電力停電時においても、エネルギー

供給の多重化により非常に強靭なシステムが構築されており BCP 性能を向上させる

取り組みであり、更に CGS は将来的に水素混焼可能なシステムを採用することは、

今後のカーボンニュートラルの実現に向けた取り組みとして先導性があると評価し

た。 
④ 建築物（非住宅）の中小規模建築物部門では 3 件を先導事業に相応しいものと評価し

た。いずれも新築で、新潟県柏崎市、京都府京都市、北海道札幌市に立地する事務所

である。ともに一定の環境性能及び省エネルギー性能を有する計画で、バランスの良

い対策を提案するものであり、採択に相応しい先導事業と評価した。 
⑤ 住宅の一般部門では、戸建住宅の改修 1 件を先導事業に相応しいものと評価した。戸

建住宅の提案は、既存戸建住宅に対して断熱改修を実施し、ZEH 水準を上回る断熱

等級 6 と BEI≦0.7 を実現する改修手法は意欲的であり、これを全国の住宅事業者ネ

ットワークを通じて波及・普及させる試みと技術レベルを向上させる取り組みは先導

的であると評価した。 
⑤ 今後も、これまでに採択事例が少ない地域での提案や過去の採択事例で提案された

様々な省 CO2 技術を上手く活用する提案など、省 CO2 のさらなる波及・普及につな

がる数多くの応募を期待したい。さらには、カーボンニュートラルの実現に向けた道

筋を明示する取り組み、SDGs への貢献につながる取り組み、省 CO2の実現とともに

付加価値の増進につながる取り組みなど、多様な提案にも期待したい。 

 

[LCCM低層共同住宅部門] 

① LCCM 低層共同住宅部門の応募総数は 1 件であった。共同住宅の年間供給実績戸数

は約 40,000 戸と多くの供給実績を持つ事業者からの応募であった。 
② 提案されたモデルプランによる LCCM 低層共同住宅は、木造が中心の建築物で、断

熱性能の向上や高効率設備の採用などバランスの良い取り組みを行うものであった。 
③ 今回の応募案件の提案戸数は約 150 戸であり、LCCO2 の算定結果が 0 以下となるも

の、ZEH 基準の水準の省エネルギー性能を超えた一定水準を有するものなど、基本

要件を全て満足しており、省エネ・省 CO2技術の波及・普及に資するものとして評価

できた。 
④ 住宅分野において、省エネ・省 CO2の取り組みを促進し、質の高い住宅の供給は重要

な課題であり、次回以降の募集においては、全国の様々な住宅事業者が LCCM 低層

共同住宅の普及に取り組む積極的な応募に期待したい。 
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（２）先導事業として適切と評価したプロジェクトの一覧と概評（一般部門・中小規模建

築物部門） 

 

次ページに続く 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

プロジェクト名（所在地）

代表提案者

仙台市役所本庁舎整備事
業

（宮城県仙台市青葉区）

仙台市役所

三井住友銀行／九段プロ
ジェクト

（東京都千代田区）

株式会社三井住友銀行

（仮称）労働金庫会館新築
工事

（東京都千代田区）

労働金庫連合会

日本橋一丁目中地区スマー
トエネルギープロジェクト

（東京都中央区）

三井不動産ＴＥＰＣＯエナ
ジー株式会社

東京都心の金融機関の本部ビルの建替プロジェク
ト。外皮性能の向上、高効率熱源・空調システム、
自然エネルギー活用によりZEB Readyの達成を目
指す。また、既存躯体利用により建築時と運用時
のCO2排出量を減らしWLCの総合的な削減を目
指す。

水平フィンやウェルネス階段を採用し、ZWB（ゼロ
ウォータービル）、ノンフロン型冷暖房計画を目指
した提案は、都市部における中小規模オフィスビ
ルの課題解決に向けた取り組みとして先導的とし
て評価した。また、ＢＣＰ対策や既存躯体・部材の
再利用によりWLCに関しても十分な配慮がなされ
ている点も評価した。脱炭素やウェルネス効果な
ど各種提案した省CO2技術について事後検証を
行い、情報発信することを期待する。

マネジ
メント

東京都心の再開発エリアと近接する既存大規模ビ
ルを対象とした面的なエネルギー供給プロジェク
ト。再開発ビルに自立分散型エネルギーである
CGSを核としたシステムにより電力・熱を供給す
る。さらにAIを活用したエネルギー・マネジメント・
システムにより再エネ有効利用、最適運転、地域
エネルギーの一元管理を行い、地域防災力BCP
の確保、街区としての省CO2化の実現を目指す。

AIを用いたエネルギーマネジメントシステムで電力
の合理的な利用によるCO2排出削減に貢献するこ

と、水素混焼対応が可能なＣＧＳを採用しているこ
と、エネルギー供給の多重化による非常に強靭な
システムを実現していることは、先導的として評価
した。また、隣接する既存ビル群に対してもエネル
ギー供給を行うことも評価した。

建物種別 区分 提案の概要 概評

建築物
(非住宅)

/一般部門

新築

東北地方で唯一の政令都市である仙台市の市庁
舎の新築プロジェクト。防災環境都市に相応しい
新庁舎として、自然通風や自然採光、準寒冷地の
条件をふまえた高い断熱性能の材料や各種高効
率空調設備の採用により、建設段階においてZEB
Readyの認証を取得している。

One-Way換気＋天井放射空調、動力不要のヒー
トパイプ除湿など新たな技術をバランスよく採用
し、執務者の行動変容を促す工夫も導入されてお
り、準寒冷地におけるレジリエンスに配慮した公共
建築物の好事例になりうるものとして評価した。ま
た、躯体の一部に電炉材を使用することでWLCの
削減に寄与する点も評価した。脱炭素やウェルネ
ス効果など各種提案した省CO2技術について事
後検証を行い、情報発信することを期待する。

九段下の立地特性を活かした金融機関の本部ビ
ルの新築プロジェクトで、新たな情報発信となるフ
ラッグシップビル。自然の光・風・緑を取込む外皮
計画や大幅な省エネを実現する空調設備により
ZEB Readyを目指す。また、環境配慮型構造材・
冷媒の採用によりエンボディドカーボンを削減し、
WLCの総合的な削減を目指す。

地域に開かれた環境配慮ビルの提案である。建
物やファサード形状の工夫により光・風・緑を最適
な状態で取り入れていることやサステナブルフロ
アという新しい建築計画の提案は、先導的として
評価した。環境配慮型建材や冷媒を採用すること
でWLCの低減も図っている点も評価した。脱炭素
やウェルネス効果など各種提案した省CO2技術に
ついて事後検証を行い、情報発信することを期待
する。
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（３）先導事業として適切と評価したプロジェクト一覧（LCCM 低層共同住宅部門） 
 
＜LCCM 低層共同住宅部門＞ 
プロジェクト名 代表提案者 
ニューライズ LCCM 全国普及プロジェクト 大東建託株式会社 

 
 
 

プロジェクト名（所在地） 提案の概要 概評

代表提案者

地方都市における先端的自
然共生オフィス新設工事

（新潟県柏崎市）

東電不動産株式会社

ツカサ本社移転計画

（京都府京都市右京区）

株式会社ツカサ

日建設計北海道オフィス新
築プロジェクト

（北海道札幌市中央区）

株式会社　日建設計

ZEH水準を超えた断熱・省
エネ改修プロジェクト

性能向上リノベの会（事務
局 ＹＫＫ ＡＰ株式会社）

戸建住宅
/一般部門

改修

北海道札幌市に位置する建築設計会社の事務所
ビルの新築プロジェクト。自然通風、自然採光、自
然素材を融合させた執務空間、豊富な井水を徹底
利用した省エネルギーな熱源・空調システム等、
地域特性を活かした自然エネルギーの積極的な
活用により寒冷地である北海道で初となる省エネ
ルギーのみでNearly ZEBの実現を目指す。

地方都市における中小規模の事務所ビルとして、
CASBEE・Sランク、BELS・6つ星の達成を目指し、
建築計画、設備計画において多様な技術がバラ
ンス良く提案され、中小規模建築物への波及性・
普及性が期待できるものと評価した。脱炭素や
ウェルネス効果など事後検証を行い、情報発信す
ることを期待する。

建築物
(非住宅)

/中小規模
建築物
部門

新築

地方都市に位置する電力会社の地域共生型オ
フィスの新築プロジェクト。徹底的な省CO2化を図
るため建物形状、高断熱、日射遮蔽、外気負荷低
減を図り、自然エネルギーの利用及び高効率設備
を導入すると共に、災害時拠点となる「非常時対
応センター」の機能として、太陽光発電、蓄電池、
自家発電機等によりBCP強化を図る地域共生オ
フィスを目指す。

地方都市における中小規模の事務所ビルとして、
スクエアな建物の中央部にエコボイドを配し採光
に配慮した建築計画、汎用的ではあるが高効率
な環境配慮技術を採用しCASBEE・Sランク、
BELS・6つ星の達成を目指す提案は、波及性・普
及性が期待できるものと評価した。脱炭素やウェ
ルネス効果など各種提案した省CO2技術につい
て事後検証を行い、情報発信することを期待す
る。

京都府京都市に位置する本社機能、ショールーム
を含む事務所ビルの新築プロジェクト。健康・快適
性を支える空調システム・照明制御、建物内にお
ける普及型熱源水ＮＷシステムの構築、普及性
の高い省CO2技術を組み合わせて、再エネ利用を
促進する中小規模の環境フラッグシップオフィスを
目指す。また、内装リサイクル材・冷媒量の削減、
リサイクルし易い材料の採用により全体を通して
WLCの削減を目指す。

中小規模の事務所ビルとして、小規模な建築であ
りながら様々な工夫を凝らすことでCASBEE・Sラン
ク、BELS・6つ星の達成を目指す取り組みは、中
小規模建築物への波及性・普及性が期待できる
ものと評価した。脱炭素やウェルネス効果など各
種提案した省CO2技術について事後検証を行い、
情報発信することを期待する。

北海道札幌市に位置する建築設計会社の事務所
ビルの新築プロジェクト。自然通風、自然採光、自
然素材を融合させた執務空間、豊富な井水を徹底
利用した省エネルギーな熱源・空調システム等、
地域特性を活かした自然エネルギーの積極的な
活用により寒冷地である北海道で初となる省エネ
ルギーのみでNearly ZEBの実現を目指す。

地方都市における中小規模の事務所ビルとして、
CASBEE・Sランク、BELS・6つ星の達成を目指し、
建築計画、設備計画において多様な技術がバラ
ンス良く提案され、中小規模建築物への波及性・
普及性が期待できるものと評価した。脱炭素や
ウェルネス効果など事後検証を行い、情報発信す
ることを期待する。

建物種別 区分




